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お わ り に（以上本号）
＊本稿は，2004年12月に筆者が私家版の冊子の形で取りまとめた論文「立法検討過程からみた製造
物責任法─行政官の視点からの考察─」（国立国会図書館所蔵・日本全国書誌番号20725３90）に若
干の加筆修正を加えたものである。
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第 ３章　立法検討過程における主要論点と我が国
製造物責任法について（つづき）
　Ⅴ　証明責任
１　製造物責任制度における証明責任と推定規定
　製造物責任に係る諸外国の立法例及び国内立法諸提案のほぼ全てに共通して，
①「製造物の欠陥」（流通開始時の欠陥の存在），②「損害の発生」，③「欠陥と
損害との間の因果関係」の ３要件が，損害賠償責任という法律効果発生の要件
として必要と解されているが，これらの要件は権利発生事実であるから，証明
責任の一般原則にしたがう限り（法律要件分類説），原告たる被害者が証明責任
を負うことになる。なお，EC指令は，損害，欠陥及び欠陥と損害との間の因
果関係について被害者が証明責任を負う旨明文の定めを置いている（EC指令 4
条）。
　原告たる被害者が前記 ３要件の全てを証明することが困難であると認められ
る場合には，推定規定（法律上の推定の根拠規定）を設けることが考えられる。
推定規定が設けられると，ある前提事実の存在により主要事実が法律上推定さ
れるため，推定の前提たる事実がある限り，主要事実の不存在の証明責任が相
手方（製造業者等）に転換される。具体的には，例えば，仮に前記の①及び③
の要件について推定規定を設けるならば，推定の前提事実が認められる限り，
製造業者等が，製造物に欠陥がないこと（流通開始時になかったこと），損害が製
造物の欠陥から生じたものではないことの証明責任を負うことになる。
　この点，我が国の立法諸提案においては，次のような理由から，「欠陥の存
在」，「欠陥の発生時期」及び「欠陥と損害との間の因果関係」について推定規
定を設けるべきであるとしている。
　ア　我が国の民事訴訟における証明の程度は，客観的には高度な蓋然性が，
67）
1３次国生審報告第 4の2. の（ ３）の①参照。67）
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主観的には裁判官の確信が要求され，英国，米国では原則的に「証拠の優
越」で足りるとされているのと比べて，原告の証明における負担が重くな
っていること。
　イ　我が国では，ドイツ（過失の証明責任を被告側に転換した鶏ペスト事件）等
と比べると証明責任に関して裁判官による法形成が活発ではないこと。
　ウ　我が国には米国に存在するような証拠開示手続制度がなく，また，民事
訴訟法（1997年まで効力を有していた旧民事訴訟法）における文書提出命令も
限定されたものであることから，製品関連事故が発生した際の被害者の証
拠に対するアクセスが十分に確保されていないこと。
　推定規定の具体的内容としては，例えば，要綱試案では次のとおりとなって
いる。
　ⅰ　欠陥の存在とその発生時期についての推定規定（要綱試案 5条）
　「製造物を適正に使用したにもかかわらず，その使用により損害が生じ
た」こと及び「その損害が適正な使用により通常生じうべき性質のもので
ない」ことを証明した場合は，「その製造物に欠陥があったものと推定す
る」としている。
　また，「損害発生の当時存在していた製造物の欠陥」を前提として，こ
の欠陥は「相当な使用期間内においては，製造物が製造者の手を離れた当
時すでに存在していたものと推定する」としている。
　ⅱ　欠陥と損害との間の因果関係についての推定規定（要綱試案 6条）
　「製造物に欠陥が存する場合において，その欠陥によって生じ得べき損
68）
69）
旧西ドイツ最高裁で，1968年に判決が出た事件。養鶏業者が獣医に依頼して鶏にペストの予防
注射をしたにもかかわらず，4000羽以上の鶏がペストに罹患し死亡した。判決は，製品を正常に
使用しながらその製品の欠陥で損害が生じた場合には，血清の製造業者に，欠陥の原因となった
過程を明らかにし，自己に何らの過失がないことを立証する義務があるとして，過失の証明責任
を被告側に転換した。
旧民事訴訟法３12条は，文書提出義務が認められる場合について規定していたが，①当事者が
訴訟で引用した文書を自ら所持するとき，②挙証者が文書の引渡又は閲覧を求めることができる
とき，③挙証者の利益のために又は挙証者と所持人との間の法律関係につき作成された文書であ
るときに限定しており，解釈で拡張する場合でも自ずから限界があった。なお，1998年 1 月から
施行された新民事訴訟法では，文書提出義務が一般義務化された（新民事訴訟法220条 4 号）。
68）
69）
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害と同一の損害が発生」し，これを証明した場合は，「その損害は，その
製造物の欠陥によって生じたものと推定する」としている。
　なお，要綱試案以外の立法諸提案においても概ね以上と同様の規定にな
っているが，中には日弁連要綱のように，欠陥の存在と欠陥と損害との因
果関係の同時推定を行っているものもある。
２　政府の検討結果及び我が国製造物責任法にみる推定規定等の取扱い
　1３次国生審報告は，「製品関連事故による被害の救済について，公平の見地
から，消費者と製造者それぞれの証明能力に応じ証明責任のバランスをとるこ
と及び被害の迅速な救済という観点から消費者の証明に係る負担の軽減を何ら
かの形で図ることが必要である」という全般的な考え方を示している。
　その上で，同報告は，欠陥の発生時期については「製造者，消費者の領域に
属するそれぞれの情報を活用して，可能な範囲でそれぞれが証明責任を負担す
るという証明責任の現実的な分配が望ましい。」と述べている。この記述は，
EC指令において，製造物の欠陥（損害発生時の欠陥）を消費者が証明した場合
には，製造者は，その欠陥は製造者がその製造物を流通に置いた時には存在せ
ず，又はその後に生じた蓋然性があることを証明しない限り免責されないと解
されていること（EC指令 7条⒝）を踏まえ，このような考え方を我が国も導入
すべきという意見に，肯定的なニュアンスを示すものである。なぜなら，EC
指令型の欠陥発生時期の推定を導入すべきとする意見は，流通開始時に欠陥が
存在していたことを消費者が証明するのは困難な場合が多いことから，製造者，
消費者が持っているそれぞれの情報に基づき，可能な範囲で証明を行うという，
社会的公平にかなった考え方をその背景としているからである。
　他方で，欠陥の存在や欠陥と損害の因果関係について法律上の推定を行う
70）
1３次国生審報告は，欠陥の真の作出者が製造者と消費者の中間の流通過程に位置する者（特に
販売者）である場合に，免責立証を製造者に課すことが適当かという問題について，「製造者は
どこで欠陥が作出されたかを証明する必要はなく，その製品が自己の支配下から離れる時に当該
欠陥が存在しなかったことを証明すれば足りること，業種等にもよるが製造者は製品を流通に置
く際に検査をすることができ，その文書を保存しておくことができることに留意する必要があ
る。」と述べている。
70）
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ことについては，1３次国生審報告は，「他の民事訴訟とのバランス上問題があ
り，推定の要件の定め方も容易ではない。また，真の原因が他にある場合で
も製品に欠陥があるとされたり，それが損害の原因であるとされるおそれが
あることから，産業界からもその影響につき強い懸念が示されている。」と指
摘し，「このため，推定規定については，更にその問題点等につき論点を詰め
る〈途中略〉必要があると考えられる。」と結んでおり，慎重な姿勢を示して
いる。
　なお，同報告は，推定規定を設ける以外に証明の困難性を軽減する方法につ
いて，「文書提出命令，検証物提示命令，証拠保全といった証拠収集制度の拡
充や第三者機関による調査・鑑定体制の整備といった方法が考えられる。前者
については民事訴訟手続全体にかかわる問題であり，後者については行政のか
かわり方が問題となることから，いずれについても，その妥当性や実行可能性
等につき，専門的機関や行政庁での十分な検討が必要である。」と述べて，明
確な結論を示していない。
　次に，これに続く14次国生審報告は，欠陥の存在や欠陥と損害との因果関係
の推定規定について，諸外国では明文でそのような規定を置いている国はない
こと，及び次に述べる問題点が指摘されていることから，「推定規定を採用す
ることには問題が多いと考えられる。」と結論づけている。
①　一般の不法行為や無過失責任を課している様々な特別立法においては，権
利根拠規定に係る要件事実について法律上の推定は行われていない（過失責
任では，自動車損害賠償保障法第 ３条が証明責任を転換している。）ので，製造物
責任で法律上の推定を行うとすれば，不法行為全体の体系のバランスがとれ
なくなる可能性があること。
②　被害の性質や製品特性等による被害発生の態様のいかんにかかわらず，同
じ要件の下で製造者に証明責任を転換することは妥当でないこと。
③　国内諸提案における欠陥の存在の推定規定では，前提事実を製品の「適正
（合理的に予期される）使用にもかかわらず，通常生じうべき性質のものでな
い損害が発生した」こととするものが多いが，この適正使用という事実は，
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極めて抽象的・主観的な前提事実であること。
④　因果関係の推定については，次のような問題点があること。
　ⅰ　個別被害の場合にそのような立法例がない。
　ⅱ　特に生化学的な人身被害については発症の原因因子が多元的であること
から，製造者等の反証が極めて難しくなる。
　ⅲ　医薬品のように製品の使用に当たって役務（医療行為）が不可欠な場合，
役務提供者（医師，薬剤師等）と製造者等の役割分担や責任関係があいまい
になるおそれもある。
　ⅳ　国内諸提案における因果関係の推定規定には「製造物に欠陥が存する場
合において，その欠陥によって生じ得べき（通常生じ得る）損害と同一の
損害が発生したときは，その損害は，その製造物の欠陥によって生じたも
のと推定する」とするものが多いが，このような場合には，通常，推定規
定を置くまでもなく事実上の推定が可能な場合が多い。
　以上から14次国生審報告は，欠陥の存在や欠陥と損害との因果関係の証明に
ついては，「法律上の推定を行うことによって被害者の立証負担を軽減すると
いう機能を超えて，本来責任がないところに責任を創り出すおそれがあること
から，法律上の問題としては被害者がこれを証明するこれまでの原則を維持し
つつ，裁判上事案に応じて事実上の推定を活用するとともに国や都道府県の検
査機関及び試験研究機関，民間の検査研究施設等を利用し，又は大学の協力を
得るなどして，被害者ができるだけ容易に欠陥の存在や因果関係を証明できる
ような体制づくりをすることによって被害者の負担を軽減する方策をとること
がより妥当であると考えられる。」と結んでいる。なお，推定規定に代わる対
応方策としての証拠収集制度については，「現在法制審議会民事訴訟法部会に
おいて，民事訴訟手続の全面的見直しの一環として，証拠収集制度についても
71）
72）
14次国生審報告は，「適正使用」という前提事実は，例えば，当時の破産法126条 2 項の「債務
者カ支払ヲ停止シタルトキハ支払ヲ為スコト能ハサルモノト推定ス」と比べると，極めて抽象
的・主観的な前提事実であると述べている。
ただし，特別刑法である「人の健康に係る公害犯罪の処罰に関する法律」（昭和45年法律第142
号）に公衆被害の場合の因果関係推定規定があることは，14次国生審報告も認めている。
71）
72）
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見直しが進められている。この見直しは，製品関連被害に係る訴訟のみを念頭
に置いたものではないが，今後の状況を見守る必要がある。」と述べ，民事訴
訟法改正の検討に委ねる姿勢を示している。
　また，同報告は，流通開始時の欠陥の存在（欠陥の発生時期）の証明の問題に
ついては，1３次国生審報告のニュアンスと異なり，EC指令型の欠陥発生時期
の推定を置くことを含めて否定的な方向に転換している。すなわち，14次国生
審報告は，EC指令型の推定の導入を支持する考え方について，「我が国民事
訴訟法の原則との整合性，法技術的実現可能性などを踏まえ，十分な検討が必
要である。」と述べた上で，流通開始時の欠陥の存在の証明については「我が
国の裁判実務においては事実上の推定の活用などにより立証負担の軽減が図ら
れているものと推察されることから，原告が流通開始時の欠陥の存在を証明す
ることを原則としつつ，裁判上事案に応じて事実上の推定の柔軟な活用によっ
て部分的に被告に証明負担を負わせるようにする方法が具体的妥当性を有する
と考えられる。」と結論づけている。この方向転換には，第1３次国生審の「関
係各省庁においては，家電，自動車，食品，薬品など所管の製品につき，消費
者被害防止・救済の在り方について総合的な検討を行うことが望まれる。」と
の報告に基づいて，それぞれ当時の通商産業省，農林水産省等の検討組織（産
業構造審議会総合製品安全部会，食品に係る消費者被害防止・救済対策研究会など）で，
14次国生審報告（199３年12月）の前に出された結論がいずれも欠陥発生時期の
推定規定に否定的な見解を示していることから，これらが14次国生審報告に少
なからず影響しているものと推察される。特に，14次国生審報告には，産業構
造審議会総合製品安全部会の答申（199３年11月10日）の該当個所と酷似した表現
が散見されることから，産構審答申の影響はかなり濃厚なものと推認できよう。
　以上のような流れを受けて，制定された我が国製造物責任法には，「欠陥の
存在」，「欠陥の発生時期」又は「欠陥と損害との間の因果関係」のいずれにつ
いても推定規定は置かれなかった。そのため，民事訴訟の原則どおり，これら
については，いずれも原告（被害者）が証明責任を負うこととなっている。
　また，推定規定に代わる方策としての証拠収集制度についても，現行製造物
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責任法には何ら規定されず，結果として民事訴訟法の見直しに委ねられること
となった。
３　証拠収集制度の拡充と証明責任のあり方について
　証明責任を転換する推定規定と証拠収集制度の拡充・強化は，ともに証拠偏
在型訴訟の典型である製造物責任訴訟において，原告（消費者）と被告（製造業
者等）との武器対等を実現するための手段として，立法論上位置づけられてき
た。この趣旨からすれば，よりストレートにその要請に応えるのは，推定規定
ではなく，証拠収集制度の拡充・強化であり，これが本筋であるとみることも
できよう。
　さて，政府において製造物責任法の検討とは別に行われていた民事訴訟法の
全面改正の検討の結果，新しい民事訴訟法（以下「新民訴法」という。）が平成 8
年に国会で成立・公布され，平成10年 1 月から施行された。この新民訴法のポ
イントの一つに，証拠収集制度の拡充があげられる。すなわち，従来の民事訴
訟法（以下「旧民訴法」という。）においては，裁判所は一定の要件のもとに，訴
訟の相手方当事者又は第三者に対して文書提出命令を出すことができたが，そ
の根拠となる文書提出義務が次の ３つの場合に限定されており，証拠の収集制
度としては不十分であると言われていた（旧民訴法３12条）。
①　当事者が訴訟において引用した文書を自ら所持するとき。（引用文書）
②　挙証者が文書の所持者に対しその引渡又は閲覧を求めることができるとき。
（閲覧文書）
③　文書が挙証者の利益のために作成され，又は挙証者と文書の所持者との間
の法律関係について作成されたとき。（利益文書，法律関係文書）
　そこで新民訴法では，この ３つの場合に，次の場合が加えられた。
④　①から③に掲げる場合のほか，文書（公務員又は公務員であった者がその職務
に関し保管し，又は所持する文書を除く。）が次に掲げるもののいずれにも該当
しないとき。
　イ　文書の所持者自身，その配偶者， 4親等内の血族若しくは ３親等内の姻
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族の関係にある（あった）者や後見人・被後見人の関係にある者が刑事訴
追や有罪判決を受けるおそれがある事項又はそれらの者の名誉が害される
事項が記載されている文書
　ロ　医師，歯科医師，薬剤師，弁護士などの職にある（あった）者が職務上
知り得た事実又は技術・職業の秘密に関する事項で，黙秘の義務が免除さ
れていないものが記載されている文書
　ハ　専ら文書の所持者の利用に供するための文書
　つまり，この④の場合が加わったことにより，ここに掲げられた除外事由に
該当しない限り文書提出義務を負うという一般義務が定められたことになる。
　このように拡充され，一般義務化された新民訴法の文書提出命令は，製造物
責任訴訟において原告（消費者）と被告（製造業者等）との武器対等を十分に充
たしうるものであろうか。この点については，除外事由として列挙されている，
専ら文書の所持者の利用に供するための文書（自己使用文書），技術又は職業の
秘密に関する事項で黙秘の義務が免除されていないものが記載されている文書
（技術・職業上の秘密文書）がポイントとなる。
　自己使用文書に関しては，企業が所持する文書には，担当者のメモなど個人
レベルの文書，稟議書・会議録など社内用の公式文書，事故調査報告書など社
外の者に関係する文書，取締役会議事録など法令に基づく文書といったさまざ
まなレベルのものが存在することから，どこまでが「専ら文書の所持者の利用
に供するための文書」に該当するかが問題となる。これらのうち，担当者のメ
モなどが自己使用文書に該当することは明らかであるし，稟議書・会議録など
社内用の公式文書も自己使用文書に該当するものがあり得よう。
73）
74）
その後，平成1３年に，「（公務員又は公務員であった者がその職務に関し保管し，又は所持する
文書を除く。）」との一般義務規定上の括弧書が削られ，除外事由に「公務員の職務上の秘密に関
する文書でその提出により公共の利益を害し，又は公務の遂行に著しい支障を生ずるおそれがあ
るもの」が追加されるなど，さらなる改正が行われている。
この点の判断は，個々の事案ごとに，当該文書の作成の目的，記載内容，現在の所持者が所持
するに至った経緯，外部の者に見せることが予定されていたか否か，他の証拠の利用可能性とい
った点を総合的に考慮して判断することとなる（小林秀之責任編集，東京海上研究所編・前掲注
３）217頁〔相澤英生〕参照。）。また，製造物責任ケースではないが，判例では，作成目的，記載
内容，所持に至る経緯その他の事情から判断して，専ら内部の者の利用に供する目的で作成され，
73）
74）
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　また，技術・職業上の秘密文書に関しては，外部検査機関が行ったテスト結
果の報告書などがこれに該当することもあり得る。
　このように，新民訴法の文書提出命令を前提としても，両当事者の武器対等
という観点から必ずしも十分とはいえないのではとの危惧がある。
　しかし，他方で，欠陥の存在の推定規定を置くことは，14次国生審報告にも
あるとおり，前提事実が極めて抽象的・主観的であることなどから問題が多い
との考え方にももっともな面がある。また，因果関係の推定規定を置くことに
ついては，生化学的被害における体質・体調の問題など，原告側の管理領域に
専属し被告側で反証することが難しい要素があることから，やはり問題があり，
因果関係は原告が立証することとせざるを得ない。この点，現行製造物責任法
が，欠陥の存在や欠陥と損害との因果関係の推定規定を置かなかったことは，
やむを得ない立法判断という側面もあろう。
　いずれにしても，現行製造物責任法下の訴訟において，原告（消費者）は，
欠陥の存在や欠陥と損害との因果関係については，新民訴法の文書提出命令の
制度や当事者照会制度などを駆使して，これらを証明することとなる。
75）
76）
外部の者に開示することが予定されていない文書であって，開示によって所持者の側に看過し難
い不利益（団体の自由な意思形成の阻害など）が生ずるおそれがあると認められるものは，特段
の事情がない限り自己使用文書に当たるとして，銀行の貸出稟議書の自己使用文書該当性を認め
ている（最決平成11年11月12日民集5３巻 8 号1787頁）。
参考までに，技術又は職業上の秘密に関し，旧民訴法下の法律関係文書の提出命令についての
裁判例は，秘密が公表されることによって秘密保持者が受ける不利益と，拒絶によって具体的訴
訟が受ける真実発見と裁判の公正についての不利益とを比較衡量して，保護に値する秘密か否か
を判断するべきとしている（仙台高決平成 5年 5月12日判時1460号３8頁）。また，新民訴法下の
判例では，電話機器の瑕疵を理由とする損害賠償請求訴訟において，「技術又は職業の秘密」と
は，その事項が公開されると，当該技術の有する社会的価値が下落しこれによる活動が困難にな
るもの又は当該職業に深刻な影響を与え以後その遂行が困難になるものをいうとして，文書提出
命令の申立がなされた機器の回路図及び信号流れ図に機器メーカーの技術上の情報が記載されて
いても，情報の種類，性質及び開示することによる不利益の具体的内容が主張されていない場合
には，直ちに「技術又は職業の秘密」を記載した文書とはいえないと判示している（最決平成12
年 ３ 月10日民集54巻 ３ 号107３頁）。
当事者照会制度とは，米国の民事訴訟におけるディスカヴァリ（discovery）の中のインター
ロガトリーズ（interrogatories：質問書）を参考として，我が国の新民訴法で新設された裁判外
の証拠収集手続であり，その内容は，訴訟の係属中，訴訟当事者が，相手方当事者に対し，自ら
の主張又は立証の準備のために必要な事項について，書面で回答するよう書面で照会するという
ものである（新民訴法16３条）。この当事者照会を受けた相手方は，当該照会が，一定の例外（具
体的又は個別的でないもの，相手方を侮辱又は困惑させるもの，既にした照会と重複するもの，
意見を求めるもの，回答に不相当な費用又は時間を要するもの，技術又は職業上の秘密に関する
事項など証言拒絶権が認められている事項と同様の事項についてのもの）に該当しない限り回答
75）
76）
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　しかしながら，欠陥の発生時期については，消費者の証明に係る負担の軽減
を何らかの形で図るという観点から，原告（消費者）が，損害発生時の欠陥を
証明した場合には，被告（製造業者等）は，その欠陥は流通開始時には存在せ
ず，又はその後に生じた蓋然性があることを証明しない限り免責されないとい
った，EC指令型の欠陥発生時期の推定を導入すべきではなかったかと考える。
なぜなら，流通開始時の欠陥の存在は被告（製造業者等）の管理領域の問題で
あり，これを原告（消費者）が証明するのは新民訴法の文書提出命令の制度等
を駆使しても困難な場合があると考えられ，また，被告（製造業者等）におい
ては，出荷検査を適正に実施してその記録を10年間（法 5条 1項後段参照）保存
しておくことにより反証が可能であると考えられるからである。このような推
定規定を設けることは，製造物責任制度において，製造業者等と消費者のそれ
ぞれの管理領域での情報に基づき可能な範囲で証明を行う，社会的公平にかな
った紛争解決ルールの確立に資することとなる。筆者は，その意味で，現行製
造物責任法は，この点につき再検討の余地があるのではないかと考える。
　なお，その場合，経時変化の著しい一部の加工食品については，損害を発生
させた欠陥が製造業者等の管理下で生じたものであるという経験的事実が必ず
しも妥当しない場合があることから，立法上特段の措置が必要になることも考
えられよう。
　Ⅵ　損害論
　製造物責任制度の効果を立法論として考えた場合，製造業者等は被害者の被
った損害をどの範囲でどの程度賠償すべきなのかという論点がある。この損害
論の問題については，損害を次の図 ３に示す種類に区分して整理・分析を行う
77）
義務を負うとされているが，義務違背の場合の制裁等は設けられていない。製造物責任訴訟では，
文書提出命令の申立の準備としてそれに必要な文書の特定のために利用したり，完成品メーカー
に部品メーカーを照会するといった形で利用されうる（小林秀之責任編集，東京海上研究所編・
前掲注３）220頁以下〔相澤英生〕参照。）。また，新民訴法は200３（平成15）年にも改正されてお
り，その際，当事者照会制度とは別に，「訴えの提起前における照会」（1３2条の 2，1３2条の ３）
が新設されている。
Ⅱの 5の（ 1）及び前掲注4３）参照。77）
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こととする。
１　人損
　（１）　財産的損害
　これは，生命・身体に対する損害そのものの経済的評価（治療費等の
積極的損害及び逸失利益等の消極的損害の双方を含む。）であり，製造物責任
法によって填補されるべき損害であることに何ら争いはない。
　（２）　非財産的損害（慰謝料）
　慰謝料について，EC指令ではこれを賠償範囲に含めるか否かの判断
を加盟国の判断に委ねており（EC指令 9条 2 項），これを受けてドイツ
はその固有の伝統により慰謝料を賠償範囲から除外している。
　しかし，我が国では，慰謝料は生命・身体に対する損害賠償の額を調
整する役割も果たしており，特に財産的損害と区別して除外する理由は
ないといわれている。このため，我が国の立法諸提案で慰謝料を除外す
るものはない。
78）
79）
???? ????
????????????
???? ?????
???????????
????????
????????
図 ３　損害の種類
ドイツ製造物責任法 7条及び 8条は，死亡及び身体傷害に伴う賠償義務の範囲を，葬祭費用，
治療費用，労働能力の喪失若しくは減少又は必需品の増加による財産上の損失等に限定している。
経済企画庁・前掲注３5）106頁参照。
78）
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　また，1３次国生審報告及び14次国生審報告ともに，人損については財
産的損害と慰謝料の双方を製造物責任の賠償範囲に含めるとの方向性を
示している。
　そして，現行法 ３条も，「製造業者等は，〈途中略〉その引き渡したも
のの欠陥により他人の生命，身体又は財産を侵害したときは，これによ
って生じた損害を賠償する責めに任ずる。」（下線筆者）とのみ規定し，
別段慰謝料を除外してはいない。これは，我が国不法行為法における従
前からの判例実務に従い，精神的損害も当然に損害賠償の対象とする趣
旨である。
２　物損
　（１）　製造物自体の損害
　①　製造物自体の損害と単なる欠陥
　製造物自体の損害については，大別して 2種類のものが考えられる。損
害概念を広くとると「物の欠陥そのもの」を損害と考えることも可能であ
るのに対して，「欠陥からその物に生じた損害」のみを指すとも考えられ
る。
　もし，前者（すなわち単なる欠陥）を損害に含むとすると，物の品質が悪
いことを理由とする賠償請求（実質は代金減額請求）を製造メーカーに対し
てもなしうることになり，身体・財産に対する他の賠償責任と性質を異に
する責任を認めることになる。結局，この種の損害の有無は，価格との相
関で判断されるべきものであり，契約責任による救済に馴染むといわれて
いる。
　また，単なる欠陥と欠陥から生じた製造物の損害との区別は必ずしも明
瞭ではない。すなわち，例えば洗濯機の部品に欠陥があったため使用中に
モーターが破壊されたという場合，欠陥から製造物に生じた損害といえそ
うであるが，すぐモーターが壊れてしまう欠陥を持った製品であったとも
いえる。
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　②　製造物自体の損害排除説
　製造物自体の損害については，次に述べる理由から，一律にこれを製造
物責任制度による賠償範囲から除外するという考え方がある。
　ⅰ　前述のとおり，単なる欠陥と欠陥からその物に生じた損害の区別は
困難であり，これらは価格との相関で判断され，契約責任で処理する
のに適している。
　ⅱ　製造物自体の損害の救済には，製造メーカーの損害賠償よりも売主
の多様な形態の責任（代物給付等）が適している。
　ⅲ　無過失責任に重点を置くのなら瑕疵担保責任（民法570条）で十分で
ある。
　ⅳ　製造物自体の価値程度なら，契約関係にある売主の資力で十分賠償
が可能であり，製造メーカーを加えるメリットは少ない。
　ⅴ　製造物自体の損害を製造物責任制度による賠償範囲に含めると，契
約責任が責任追求期間を制限していること（民法570条及び同566条 ３ 項
等）が無意味になる。
　製造物自体の損害について，EC指令はこれを賠償範囲から除外してい
るが（EC指令 9条 1項⒝），我が国の立法諸提案のうち，これを明文で賠償
範囲から除外しているものは，90年グループ案のみである。
　③　製造物自体の損害包含説
　②に対して，次の理由から，製造物自体の損害も含めてメーカーの無過
失責任を認める考え方がある。
　ⅰ　現実に拡大損害が生じていなくても，拡大損害をもたらす可能性の
ある欠陥を指摘する訴訟を提起することによって，被害を未然に防ぎ
うる。
　ⅱ　我が国では，「お客様相談室」などの窓口を通して，実際上メー
カーが製品自体の損害について責任を負うことが少なくないが，この
慣行を法的に追認するに過ぎない。
　ⅲ　製造物自体の損害は，瑕疵担保責任の期間に限って認めることにす
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れば，②のⅴの問題はなくなる。
　④　欠陥概念と損害概念の関係
　「欠陥すなわち安全性の欠如」とする考え方によると，製造物自体に生
じた損害については，消費者の身体・財産に対する危険を生ぜしめる性質
をもった損害以外は賠償の対象とならないことになる。しかし，「消費者
の身体・財産に対する危険を生ぜしめるおそれがあるか否か」という評価
を賠償範囲確定の基準とすると，損害の認定について争いが生じ得ること
となる。このような場合，敢えてこの点を争点として不法行為構成の製造
物責任を追求させるより，端的に売主を相手に契約責任（債務不履行責任又
は瑕疵担保責任）による賠償を求めさせる方が，効率的だとの判断もあり
得よう。
　逆に，公明党要綱のように欠陥概念に品質の瑕疵まで含める考え方
（「品質又は安全性を欠いていること」）によると，製造物自体の損害のうち消
費者の身体・財産への危険が及ばない性質のものまで賠償の対象となり，
契約責任との調整が深刻な問題となる。
　⑤　製造物自体の損害に対する政府の検討結果及び我が国製造物責任法の立
場
　1３次国生審報告は，製造物自体の損害について，「損害が人身損害や他
の物の損害とならないで製品自体にとどまる場合には，単なる品質上の瑕
疵と安全性の欠如という意味での欠陥を区別することは実際上困難であり，
また，このような損害は契約責任や瑕疵担保責任に基づく代金減額請求，
代物請求，修繕請求により解決が可能で，その方がより適切な救済方法で
はないか」と述べて，製造物自体の損害を賠償範囲から除外する方向性を
示している。
　これに続く14次国生審報告も同様の結論となっているが，同報告は，拡
大損害と製造物自体の損害がともに生じた場合について，「拡大損害は製
造物責任で，欠陥製品自体の損害は契約責任や瑕疵担保責任で，それぞれ
追及するということになると被害者にとっては不便なため，欠陥製品自体
66　（242）
の損害も含めて製造物責任の賠償範囲に含めることとすることも考えられ
る。」と述べている。
　これらの検討結果を受けて制定された法第 ３条は，「製造業者等は，〈途
中略〉その引き渡したものの欠陥により他人の生命，身体又は財産を侵害
したときは，これによって生じた損害を賠償する責めに任ずる。」と規定
する一方で，「その損害が当該製造物についてのみ生じたときは，この限
りでない。」とのただし書を置いている（下線筆者）。すなわち，現行法で
は，拡大損害が発生していない場合の製造物自体の損害は，賠償の対象と
していない。製造物責任制度は，欠陥すなわち「当該製造物が通常有すべ
き安全性を欠いていること（法第 2条第 2項）」により，他人の生命，身体
又は財産に対する拡大損害が生じた場合に賠償責任を認めようとするもの
であり，この「財産」には当該製造物を含まないとする趣旨である。これ
は，拡大損害の填補を目的として生成・発展してきた製造物責任法理の沿
革的性質にも沿うものである。しかしながら，製造物自体の損害とともに
拡大損害が発生した場合には，仮に，拡大損害は製造物責任（欠陥責任）
により，製造物自体の損害は契約責任等により処理することとすると，請
求の相手方，主張・証明の対象となる要件等が異なることとなり，被害者
の負担が過大になるおそれがある。このため，14次国生審報告と同様の考
え方に立って，このような場合には製造物自体の損害も製造物責任法に基
づく賠償の対象とすることとしたものである。
　（２）　製造物以外の物損
　①　個人用の物の損害と営業用の物の損害等
　物損の賠償を認める場合に，その中心を占めるものが当該製造物以外の
物に生じた損害であるが，諸外国の立法例等をみると，これをさらに個人
用の物に生じた損害と営業用の物に生じた損害等に区別して取り扱うもの
80）
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が多い。
　例えば，EC指令 9条 1項⒝は，製造物以外の物で賠償の対象となるも
のを，「通常，個人的な使用又は消費が意図されている財産」であり，か
つ，「被害者が，主として，個人的な使用又は消費のために利用していた
財産」であることとしており，客観と主観の両側面から個人用の物に限定
している。このように限定したことは，
　ⅰ　製造物責任の目的である消費者被害の救済を図るとともに，一般に
莫大なものとなりがちな企業分野で生じる物損を除外することで，製
造者に過重な負担がかかるのを避けようとしたこと，
　ⅱ　営業用の物に損害を受けるような事業者は市場において製造者と同
等の力を持っており，製造者・販売者と損害補償について事前に契約
で取り決めることも十分に可能であると考えられること
によると説明されている。
　しかし，例えば日曜大工で使用している専門技術者用の器具が，他の製
造物の欠陥によって破損した場合等の限界的事例を考えると，EC指令に
おける個人用・営業用の区分は，困難な場合があるとの指摘もある。
　なお，要綱試案は，賠償されるべき物損を個人用の物の損害に限っては
いないが，請求権者（被害者）を自然人の範囲に限定している（要綱試案 ３
条）。このため，例外的に，事業を営んでいる自然人が受けた事業上の損
害も賠償の範囲に含まれる結果となるが，企業（法人）に生じた物損は賠
償の範囲から除外される。その意味では，ここでも，賠償責任を個人用の
物の損害に可及的に限定しようとの考慮が働いている。
　②　営業用の物の損害等に対する政府の検討結果及び我が国製造物責任法の
立場
　1３次国生審報告は，営業用の物の損害や法人に生じた物損について，製
造物責任の賠償範囲に含めることに消極的見解を示している。また，これ
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に続く14次国生審報告は，欠陥製品以外の物損については，消費者保護の
観点から，個人的な使用に供される物に生じた物損が賠償の中心になると
の考えを示した上で，「事業者に生じた物損については，①事業者は製造
者等と対等の立場で損害賠償について事前に契約で取り決めることが可能
な場合が多いこと，②製造物責任は一般消費者の保護を目的とするもので
あることなどから，製造物責任において賠償すべき損害の範囲に含めなく
ともよい」と述べて，事業者に生じた物損を賠償すべき損害の範囲から除
外する方向性を示した。
　しかしながら，1３次及び14次国生審報告と異なり，現行法は，「製造業
者等は，〈途中略〉その引き渡したものの欠陥により他人の生命，身体又
は財産を侵害したときは，これによって生じた損害を賠償する責めに任ず
る。」（法 ３条。下線筆者。）と端的に規定し，営業用の財産の損害等を賠償
すべき損害の範囲から特段除外しなかった。これは，被害の対象が事業用
財産である場合でも，一般の不法行為に基づく損害賠償の場合と異なった
取扱いをすべき合理的根拠は見出し難いとの考えによるものである。この
ことから，製造物責任法に基づく欠陥責任の下でも，民法416条の類推適
用による一般の不法行為の判例理論に従い，相当因果関係によって画され
る範囲内で，個人用財産の損害であると事業用財産の損害であるとを問わ
ず，賠償責任が発生することとなる。
３　純粋経済損害（逸失利益）
　（１）　純粋経済損害の意義
　純粋経済損害とは，「生命・身体への損傷や有体物の物理的な損壊の
形態が現れないで被害者の財産状態に生じる損害」のことであり，例え
ば，生産機械の欠陥のために工場を休業した際に発生した経済的損失等
がこれに当たる。
83）
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　（２）　諸外国の立法例
　欧米諸国の立法例の多くでは，EC指令に代表されるように，純粋経
済損害についての賠償請求権は否定されている。その理由としては，契
約関係などがある場合に限って純粋経済損害の賠償を許容するという，
英米法やドイツ法の伝統的な法解釈に従ったという理由のほか，
①　この種の損害が消費者個人よりも企業にとって大きな意味を持って
いることから，除外しても消費者保護を大きく損なうことはないと考
えられたこと，
②　EC指令は請求権者を自然人に限定していないため，純粋経済損害
を賠償の範囲に含めるならば，製造機械の欠陥による莫大な企業損害
（例えば生産ラインの停止による経済的損失）も製造者の負担となり，そ
の負担が過重になるおそれがあること，
③　保険実務の従来の扱いでは，純粋経済損害を製造物賠償責任保険の
対象に含めていないこと
が考えられる。
　（３）　我が国の立法諸提案と純粋経済損害
　これに対し，我が国の伝統的法理論は，損害の種類によって賠償範囲
を画す英米法やドイツ法ではなく，因果関係によって賠償の範囲を画す
フランス法の影響の下に，相当因果関係や予見可能性で損害賠償範囲の
判断をしてきた（民法416条の類推適用）。このため，我が国の立法諸提案
は，特に純粋経済損害（逸失利益）を賠償範囲から除いていない。（なお
要綱試案は，前述のとおり，被害者‖請求権者を自然人に限定している。）
　逸失利益については，従来の我が国の民法理論上は，予見可能性で絞
りがかけられる。しかし，結果予見・回避義務を前提としない無過失製
造物責任法においては，被害者と直接契約関係に立たないメーカーの予
84）
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見可能性は，これを肯定する限り極めて抽象的なものとならざるを得ず，
賠償範囲を限定する機能を果たし得ないという指摘がある。このことか
ら，純粋経済損害（逸失利益）の賠償責任を無過失の製造者に課するこ
とは，正当化が困難であるとの考え方がある。
　（４）　純粋経済損害に対する政府の検討結果及び我が国製造物責任法の立場
　14次国生審報告は，純粋経済損害について，「そもそも製造物責任が
対象とする損害には馴染まないこと，この損害は消費者個人よりも企業
にとって大きな意味をもっていること，これを認めると損害の範囲が無
限定に拡大するおそれがあることから，賠償すべき損害の範囲に含める
ことは適当でない」と述べて，純粋経済損害を賠償すべき損害の範囲か
ら除外する方向性を示した。
　しかしながら同報告と異なり，現行法は，特に「純粋経済損害」か否
かで賠償すべき損害への該当性の有無を判断する形はとっていない。す
なわち，このような逸失利益については，民法416条の類推適用による
一般の不法行為の判例理論に従い，相当因果関係の法理によって，賠償
すべき損害か否かを判断することとなる。
　Ⅶ　附加金・責任限度額等
１　附加金（懲罰的賠償）
　（１）　懲罰的賠償の意義
　「懲罰的賠償」とは，悪性の強い行為をした加害者に対し，実際に生
じた損害の賠償に加えて，さらに賠償金の支払を命ずることにより，加
害者に制裁を加え，かつ，将来における同様の行為を抑止しようとする
制度であり，特にアメリカ合衆国の製造物責任で大きな役割を果たして
85）
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きた。
　（２）　アメリカ合衆国における懲罰的賠償
　合衆国において，製造物責任法理は，各州のコモン・ロー体系の中で
発展してきた。
　懲罰的賠償（punitivedamages）が課されるためには，加害行為が懲罰
的損害賠償に相当する悪意性を帯びた，いわゆる「極悪な」（outrageous）
行為でなければならず，そう判断されるためには，通常，犯罪に見られ
るような「非道な動機」（evilmotive）や「他人の権利に対する無謀な無
関心」（reckless indifferencetotherightofothers）といった要因を含んだ
行為であることが必要とされ，単なる不注意や判断間違いだけでは不十
分であるとされている。さらに，「重大な過失」（grossnegligence）でも
なお足らないとする州が多い。
　例えば，1986年にニュージャージー州最高裁は，アスベスト製造業者
がアスベストから生ずる健康上の危険について知識があり，その危険性
について警告しないどころか逆に危険性を隠すために積極的な行動をし
た場合には懲罰的損害賠償を認めても不当ではない旨の判決を下してい
る。
　懲罰的損害賠償を課すべきか否か，もし課すとしてその金額をいかに
すべきかは，実際上最も重要な点でありながら，特に明確な基準はなく，
事実審理者（陪審）の裁量が広く認められている。
　（３）　EC指令の立場
　EC指令は，懲罰的賠償を認めていない。
　この点に関しては，EC指令の成立過程で，無過失製造物責任の EC
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諸国への導入がアメリカ合衆国のような「賠償責任保険危機」を招来し
ないかについて議論された際に，アメリカ製造物責任の特殊性として，
陪審制や弁護士の成功報酬とならんで懲罰的賠償の存在が指摘され，か
かる制度を導入しない限り「保険危機」の発生はないだろうと予測され
たということが指摘されている。
　（４）　我が国の立法諸提案における附加金の規定
　我が国の立法諸提案のうち，懲罰賠償的規定を置いているのは，東弁試
案及び日弁連要綱のみであり，他の立法提案にはそのような規定はない。
　この両案は，製造者に故意又は重大な過失があった場合，裁判所が被
害者の請求により，製造者に対して，損害金のほかにその 2倍を限度と
する附加金の支払いを命ずることができる旨規定している（東弁試案 8
条及び日弁連要綱 8条）。このような規定が設けられた理由は，メーカー
が，安全対策費用を支払うより少数の原告に実損害を支払った方が安上
がりと考えることを防止し，安全性確保へのインセンティブを与えるた
めと説明されている。
　（５）　附加金に対する政府の検討結果及び我が国製造物責任法の立場
　1３次国生審報告は，附加金について，「一般の民事責任にはない制度
であり，他の事故の責任に係る損害賠償制度における被害者救済，加害
者の負担との公平性を考えると問題がある」と述べ，その導入に否定的
見解を示している。また，14次国生審報告も，「他の損害賠償制度にお
ける被害者救済との均衡を踏まえ，民事責任法体系全体の中で慎重に検
討すべき問題である」と述べて，同様の結論を示している。
　また，現行法の立法においても，附加金（懲罰的賠償）が，被害者に
生じた損害を塡補するという損害賠償制度本来の目的とは異なるもので
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あるとの理由から，この制度は導入されなかった。
２　責任限度額（賠償最高限度額）
　EC指令は，その16条 1 項で，同様の欠陥を有する同一製造物によって惹起
された多数被害者の人損に70,000,000ECU（当時の欧州通貨単位：1988年 9 月３0日
時点の円換算で約105億円）を下回らない額の責任限度額を設定する選択権を加
盟国に与えた。（これを受けて，ポルトガル，ドイツ及びスペインが責任限度額を設定
している。）
　このことに関しては，次のような指摘がある。
　「賠償責任に総額的な枠を設定する考え方は，無過失責任の場合には責任者
が保険に付する便宜を考えて責任総額が明確にされていなければならないとす
る，ドイツ法に特有なドグマに基づくものである。そしてドイツ代表が強くこ
の制度に固執したために，EC指令に採り入れられた経緯がある。」
　また，我が国の立法諸提案で責任限度額を規定しているものはない。
　さらに，1３次及び14次国生審報告は，ともに責任限度額の設定に否定的見解
を示しているが，特に後者は次のようにその理由を含めて分析している。
　「製造者が製造物責任を負う際にその損害賠償金額に上限を設けることは，
責任主体が自己の負うリスクの上限を把握し，保険等によりリスクを効率的に
カバーすることを可能にさせるという利点があるが，①我が国では，ドイツの
ように過失を要件とせずに責任を課す場合には必ず責任限度額を設けるという
伝統がないこと，②製品により生じる被害の内容と程度は製品により千差万別
であり，すべての製品のリスクに対応するような限度額を統一的に設定するこ
とは事実上不可能であること，③賠償が責任限度額に達した場合に，その後の
請求者への賠償の取扱いについて問題が生じること，④このような事態を避け
るために，すべての被害者の請求が出揃ってから賠償を行うとすると救済が著
しく遅れること，⑤被害総額が限度額を上回った場合には，被害者全員が被害
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額以下の賠償しか受けられず，別途過失責任で賠償を請求しなくてはならなく
なること，といった問題があることから，責任限度額を設けることは適当でな
いと考えられる。」
　そして，結果的に現行法の立法においても，責任限度額は設けられなかった。
３　免責額
　EC 指令は，物損に関して，500ECU（1988年 9 月３0日時点の円換算で約 7万 5
千円）以下の損害の賠償を免責している。（EC指令 9条 1 項⒝。例えば，石油ス
トーブの欠陥から1,200ECU のカーペットが焼失した場合には，500ECU を控除した残
りの700ECUについてのみ製造物責任制度に基づいて損害賠償請求できる。）
　この制度については，次のような指摘がある。
　「この制度は，少額訴訟の増加を防ぎ，また，些少な損害の請求による保険
会社の費用負担を軽減する目的を持つものであるが，ドイツの立法過程での議
論では，消費者保護をないがしろにするものとして超党派的な批判の対象とさ
れている。」
　また逆に，我が国で仮にEC指令並みに10万円程度を免責額とした場合，実
際上それ以下の損害では訴訟になることはまずないから，濫訴防止の意味はほ
とんどないと考えられるという指摘もある。（しかし，ユーザーのモラル・ハザー
ドの防止という点では意味があろうか。）
　なお，国内諸提案で免責額を規定しているものはない。
　次に，政府における検討結果である1３次国生審報告は，免責額を設けた場合，
当該免責額相当部分は別途過失責任で救済を求めることになるため，少額被害
の簡易・迅速な救済手段がほかに用意されなければ，公平な被害救済の観点か
ら，免責額を設定することは好ましくない旨述べている。また，これに続く14
次国生審報告は，「そもそも少額の事件については日本においては訴訟となる
ケースは少ないと考えられること，少額事件につき免責を認めると過失責任で
92）
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処理されることとなり，紛争の迅速な解決が図れなくなるおそれがあることか
ら，免責額を定めることは適当でない」と結論づけている。
　結果的に現行法の立法においても，免責額は設けられていない。
　Ⅷ　損害賠償請求権等の期間制限
１　損害賠償請求権等の期間制限に関する規定の必要性
　製造物責任に関する立法例及び立法諸提案のほとんどは，期間制限に関する
規定（短期 ３年と長期20年又は10年若しくは20年の責任期間の組み合わせ）を置いて
いるが，そのような規定が必要な理由としては以下のことがいわれている。
　（１）　長期にわたって製造物責任を存続させることは，安全な商品への開発
意欲を削ぎ，適当でない。（絶え間ない技術開発により，新たな安全性を充た
した商品が市場に出回ると，古い商品は欠陥ありと考えられる可能性がある。）
　（２）　無過失責任主義をとりつつ長期にわたり責任を存続させるならば，そ
れに係る費用（保険料等）が過大になることが考えられ，しかも，その
費用が結果的に製造物の価格に転嫁されて消費者に過大な負担をもたら
すおそれがある。
　（３）　期間制限に関する規定が置かれない場合，民法の一般原則に従うこと
となるが，その場合，以下の ３つの期間制限のうち，どれが適用される
かという解釈問題が生じる。
　　　①　不法行為における期間制限（民法724条）
　　　　　……被害者又は法定代理人が損害及び加害者を知ったときから ３年，
不法行為時から20年
　　　②　瑕疵担保責任における期間制限（民法570条・566条 ３ 項）
　　　　　……瑕疵に係る事実を知ったときから 1年以内
　　　③　債権の消滅時効の一般原則（民法167条）
　　　　　……債権を行使できる時から10年
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２　短期の期間制限の起算点
　（１）　欠陥の認識の要否
　立法例及び立法諸提案のうち，EC指令，90年グループ案及び日弁連
要綱は，短期（ ３年）の期間制限の起算点に関して，「損害」及び「賠
償義務者」等の認識のほかに「欠陥」の存在の認識を要求している。そ
の点， 1の（ ３）の①（民法724条）の起算点の要件よりは，形式上厳格
なものとなっている。
　90年グループ案が，欠陥の認識を要求した根拠としては，
①　「欠陥」を製造物責任の要件とする以上，「欠陥」を付加する必要
があること，
②　それにより，起算点の要件として消費者保護にも資すること（すな
わち，欠陥の認識を要件として加えることによって運用が厳格になり，場合
によっては起算日が後にずれることがありうること）
があるといわれている。
　しかし，他方，「欠陥」又は「製造者」（‖「賠償義務者」）の一方しか
知られない場合を想像するのは困難であることから，実質的には，民法
724条の要件と大差はなくなるという指摘もある。
　（２）　「知った時」と「知りうべかりし時」
　EC指令は，短期（ ３年）の期間制限の起算点に関し，損害，欠陥及
び製造者の身元を「認識し，又は合理的に認識すべきであった日」（下
線筆者）と規定しているが，我が国の立法諸提案はいずれも「知った時
（とき，日）」と定めている。EC指令のような規定によると，起算点が
不明確になって運用のいかんによっては被害者の訴求の機会を不当に奪
うことになりかねず，消費者保護の目的に反するおそれもあるという指
摘がある。
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３　長期の期間制限の起算点
　要綱試案，公明党要綱，東弁試案及び日弁連要綱は，長期（20年）の期間制
限を定めているが，いずれもその起算点を「損害発生の時」としており，民法
724条が「不法行為の時」と規定するのと異なっている。
　民法にいう「不法行為の時」とは，「損害発生の原因たる加害行為の時」と
解するのが従来の通説であったが，そのような考え方によると，長期間経過後
にはじめて損害が顕在化するような種類の不法行為にあっては，損害賠償請求
権が封じられるという問題点があることから，「損害発生時」と解すべきとす
る説が有力である。
　前記 4提案は，そのような解釈上の問題を立法的に解決したものと考えられる。
４　求償権の期間制限
　特別な規定がなければ，民法の一般原則（民法167条）により，権利行使可能
時から10年となる。
　他方，要綱試案及び90年グループ案は，求償権についての消滅時効期間の規
定を設けている。すなわち，要綱試案は損害賠償時から10年と規定している
（要綱試案10条 2 項後段）。また，90年グループ案は，製造者・輸入者・供給者
間の求償に関しては「賠償義務を履行し，かつ償還義務者を知った日から ３
年」，製造者等と第三者との間の求償関係については民法の一般原則（権利行使
可能時から10年）等によるものと規定している（90年グループ案第14第 2 項，第12
の（注）及び第17）。
　なお，要綱試案の規定は，民法の一般原則の内容を確認的に規定した注意的
規定と考えられる。
５　責任期間
　90年グループ案は，「この提案に基づく賠償義務者の責任は，製造者等がそ
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れぞれその製造物を流通に置いた日から20年が経過した後に生じた損害につい
ては免除されるものとすること。」と定めている（90年グループ案第15）。なお，
期間は10年であるが，EC指令も同趣旨の規定を置いている（EC指令11条）。
　これらの規定は，一定期間経過後に発生した損害については，製造業者等は
製造物責任を一切負わないという趣旨であり，責任の存続についての法定期間
であるという点で時効期間・除斥期間と異なる新しい概念である。
　このような規定を設けた理由は，製造者に安全な商品を開発させる動機を与
え，保険料計算を合理的に行うには，一定の期間を越えて損害賠償責任を課す
ことは好ましくないということである。
　なお，90年グループ案第15ただし書は，使用による損害が長期の蓄積の後に
はじめて顕在化する性質の製造物については，責任期間の規定を適用しない旨
規定している。
６ 　損害賠償請求権等の期間制限に対する政府の検討結果及び我が国製造物責
任法の立場
　1３次国生審報告は損害賠償請求権等の期間制限について特段言及していない
が，これに続く14次国生審報告は，特にEC指令型の責任期間の導入について，
次のように積極的見解を示している。
　「EC指令では，製品が製造者等によって流通過程に置かれた日から10年間
の期間制限を定めている。この長期の期間制限の必要性については，①製品の
合理的な耐用期間とそのためのコストの決定，②製造者等の書類保存の負担の
目安の必要性，③法律関係の早期安定化，④保険等でカバーするリスクの明確
化などがあげられており，製造物責任における制度の国際的調和を考えると，
我が国において上記①から④までの製造物責任の特質にもかかわらず，10年を
超えて製造者に特に重い責任を課する特段の理由を見出し難い。したがって，
我が国においてもこのような考え方を導入することが適当であると考えられ
98）
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る。」
　また，同報告は，損害が使用後長期間を経て初めて顕在化するような性質の
被害については，起算点を流通開始時ではなく，例えば，「被害の発生時」又
は被害の発生を「知り得た時」とするなど，消費者救済に配慮した特別の規定
を置く必要性等も考慮すべきとしている。
　その後制定された我が国製造物責任法は，損害賠償請求権等の期間制限に関
し，「被害者又はその法定代理人が損害及び賠償義務者を知った時から ３年間
行わないときは，時効によって消滅する。その製造業者等が当該製造物を引き
渡した時から10年を経過したときも，同様とする。」（法 5条 1 項）と定めてい
る。
　このうち，前段に規定されている短期の消滅時効については，民法上の不法
行為における短期消滅時効（民法724条）と同様，損害額など法律関係の早期確
定の必要性等の趣旨から設けられたものである。期間も民法と同様に ３年間と
なっている。
　他方，後段に規定されている長期の期間制限については，民法と同様に除斥
期間と解されているようであるが，その起算点が「製造業者等が当該製造物を
引き渡した時」となっていることから，実質的には前記 5で述べた責任期間に
該当するものと考えられる。また，10年という期間については，近年の技術革
新の急速化に伴う安全性に対する社会通念の急速な変化，諸外国の立法例との
調和，検査記録等の保存期間などを考慮した結果であるとされている。
　なお，長期の期間制限の起算点については，「身体に蓄積した場合に人の健
康を害することとなる物質による損害又は一定の潜伏期間が経過した後に症状
が現れる損害については，その損害が生じた時から起算する。」（法 5条 2項）
との例外規定が置かれており，14次国生審報告に沿った形となっている。
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７　食品についての考察
　損害賠償請求権等の期間制限をどのように考えるかという論点については製
造物全体の議論の問題であるが，農林水産省の PL問題省内検討会では，責任
期間に関し，加工食品の品質保持期限等を参考に考えると，食品の場合10年や
20年という責任期間では長過ぎるのではないかという意見が出された。この点
について上記検討会で整理した考え方は次のようなものである。
　すなわち，一般に食品に限らず，製造物には耐用年数があり，それは製造物
の種類によってかなりの開きがある（例えば，ソフトコンタクトレンズと自動車）。
仮に，「耐用年数（又は品質保持期限までの期間）すなわち責任期間」とする考え
方によると統一的な責任期間の設定は不可能となる。そもそも責任期間設定の
目的は，前記 5に述べたとおり，製造物責任制度が，より安全な商品開発に向
けた技術革新の妨げにならないようにすること等にある。そのような目的から
考えると，責任期間は，一般に製造物に関して考えられる技術革新のサイクル
を念頭において，保険料計算との関係も考慮して設定されるべきではないかと
思われる。なお，品質保持期限（ないし消費期限）経過後の食品から損害が生じ
た場合は，責任期間の問題ではなく，食品の通常の性質から，消費者側にも帰
責事由があったとして過失相殺の対象になるか，極端な期限途過の場合には
「欠陥（すなわち「通常有すべき安全性を欠いていること」）」そのものがないとさ
れて損害賠償請求権が認められないこととなろう。
　Ⅸ　過失相殺（被害者側の過失）
１　製造物責任制度における過失相殺
　製造物責任制度を考える場合，過失相殺を認めるべきか（無過失責任制度であ
ることから，あるいは「過失相殺」という文言は適切でないかも知れない。），認める
とした場合その要件をどうするか等が論点となる。次に，順を追って整理・分
析を行う。
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２　立法の動向
　（１）　EC指令
　EC指令 8条 2 項は，「すべての情況を考慮した結果，製造物の欠陥
とともに被害者若しくは被害者が責任を負うべき者の帰責事由によって
損害が惹起された場合においては，製造者の責任を軽減又は否定するこ
とができる。」と規定している。
　EC加盟各国においては，被害者に軽過失があった場合にも過失相殺
を認める制度が存在するため，法の統一という観点からすれば，EC指
令の中に過失相殺規定を設ける必要性はなかった。しかし，過失相殺に
関する規定を設けないと，製造物責任の場合にはおよそ過失相殺が認め
られないという誤解を生じる可能性等があるので，このような規定を設
けたといわれている。
　（２）　我が国の立法諸提案
　我が国の立法諸提案は，いずれも過失相殺を制限し，被害者に「重大
な過失」があった場合にこれを認めることとしており，消費者保護の観
点を強く前面に出している。
３　製造物責任において過失相殺を認めることの適否
　無過失責任の根拠と過失相殺の根拠とを考え合わせた場合に，両者は矛盾す
るものではなく，両立し得ると考えられる。高度に技術化した社会においては
危険を作出し，流通に置いた者（製造者）が当然に責任を負うべきであるとい
う無過失責任の根拠づけとしての公平性の要求は，「過失」という要件を「欠
陥」に置き換えることを正当化するものではあるが，被害者に過失があっても
減額しない（過失相殺しない）ことまで当然に正当化するものではない。
　結局，製造物責任が問題となる場面において，被害者の過失の程度・割合を
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判断して被害者に損害の一部を負担させることのコストが，製造者に被害者の
過失に対しても安全であるような製品を作るコストよりも小さいならば，製造
物責任においても過失相殺制度を維持するのが社会的にみても効率的である。
しかし，その逆であれば過失相殺を制限することが効率的である。ただ，その
場合でも，消費者の重大な過失（異常な使用等）に対してまで製品の安全性を
要求すると，そのために製造者の負担するコストは大きくなりすぎるから，過
失相殺を認めないことは却って効率的でないといわれる。
４　過失相殺の要件（被害者の過失の程度）
　過失相殺を認める場合の要件については，被害者の過失の程度で規定する考
え方が一般的である。これには，
　（１）　軽過失については過失相殺を認めず，重過失又は故意ある場合に限っ
て過失相殺を認める立場，
　（２）　軽過失についても過失相殺を認める立場
が考えられる。 2で述べたとおり，国内諸提案はいずれも（ 1）の立場であり，
EC指令は（ 2）の立場である。（ 1）の立場が根拠とするのは，軽過失（合理
的に予期される範囲の誤使用）にも対応した安全な製品が作られるべきであり，
軽過失の過失相殺を否定することでそれが促進されるという考え方である。そ
の意味で（ 1）の立場にも合理性はある。
　しかし，被害者の過失が問題となる場合には，誤使用の場合だけではなく，
　①　被害者の過失が製品の使用上の過失ではない場合（例えば，オートバイの
ハンドルの欠陥で転倒事故が起きたが，被害者（運転者）がヘルメットを着用
していなかったために頭部に重大な障害を被った場合）や
　②　損害拡大に関して被害者の過失があった場合（例えば，欠陥製品で負傷し
た者が治療上の注意を怠ったため損害が拡大した場合）
があり，このように製品の使用そのものとは関係の薄い過失の場合にまで「消
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費者の誤使用はある程度やむをえない」という考え方と同様の理由で，過失相
殺を制限することには問題があるとの指摘もある。
５　過失相殺の効果
　過失相殺の効果については，賠償額の減額にとどめる立場と免責まで認める立
場がある。立法諸提案等のうち，公明党要綱，東弁試案，日弁連要綱及び社会党
大綱は前者に属し，EC指令，要綱試案及び90年グループ案は後者に属している。
　しかしこの点については，免責がふさわしいほど被害者の過失が大きい場合
には，欠陥そのものが否定されるか，欠陥と損害の因果関係が否定されること
によって製造者の責任が発生しないことになるので，過失相殺による免責がで
きなくても違いはないとの指摘がある。
６　過失相殺に対する政府の検討結果及び我が国製造物責任法の立場
　1３次国生審報告は，「過失相殺を認めるということについては，一般に異論
がない。」と述べた上で，過失相殺を重過失に制限することについて，「過失相
殺自体が現在の司法制度における裁判官の裁量に基づくものであること，過失
相殺を重過失に制限すると重過失かそうでないかが新たな争点になって紛争の
長期化をもたらす可能性があり，結局，裁判官の裁量に委ねざるを得ないこと
から，過失相殺を重過失に制限する実益はないのではないか」と結論づけてい
る。この報告に続く14次国生審報告も，同様の結論となっている。
　後に制定された我が国製造物責任法は，特段，過失相殺についての規定を設
けなかった。他方で同法 6条には，「製造物の欠陥による製造業者等の損害賠
償の責任については，この法律の規定によるほか，民法（明治29年法律第89号）
の規定による。」との定めがある。これにより，製造物責任については過失相
殺に関する民法722条 2 項の規定が適用されることとなった。すなわち，1３次
及び14次国生審報告の結論と同様，過失相殺の要件は被害者の重過失の場合に
103）
104）
経済企画庁・前掲注３5）72-7３頁参照。
経済企画庁・前掲注３5）74頁参照。
103）
104）
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別段限定されない。また，被害者の過失を斟酌するか否かは裁判所の裁量に任
され，さらに，過失相殺の効果として損害賠償額の減額はできても，加害者の
責任を免除することはできないといったこととなる。
お わ り に
　製造物責任法の立法は，製品による消費者被害救済に係る法制面で過失責任
から欠陥責任への転換をもたらした。このことは，不法行為法の分野にとどま
らず，日本法制史上にも20世紀後半の出来事の一つとして刻まれるべき大きな
変革であり，転換点であったのではないかと筆者は考える。
　それだけに，製造物責任法の立法に至るまでの道のりは大変険しいものであ
った。このことは，我妻博士らの手により取りまとめられた「製造物責任法要
綱試案」の発表（1975（昭和50）年）から法制化まで，実に20年近くの歳月が
経過していることからも容易に伺い知ることができよう。そして特に，製造物
責任制度が政府部内で本格的に検討され始めた1991（平成 ３）年以降は，制度
の導入に積極的な消費者団体側とこれに消極的な産業界側の意見が対立し，い
わば国論を二分するような状況を呈しつつあった。このことは，第1３次国生審
の「製造物責任制度等に関する委員会」の審議状況にも反映され，消費者団体
出身委員等と産業界出身委員の意見がなかなかまとまらず，最後まで平行線を
たどった結果，1992（平成 4）年の報告書は製造物責任制度の法制化の方向を
明確に示し得ない，両論併記的なものとなってしまった。当時，この事態を憂
えた消費者団体は，製造物責任法の制定を訴える街頭でのアピールを展開し，
また，あるテレビ局では，国生審を例にとり審議会における民意の形成とは一
体何なのかといった特集を組むなど，社会的に大きな反響を呼ぶこととなった。
　このような状況を乗り越えて制定にこぎ着けたのが，現在の製造物責任法で
ある。その現行法の施行から，15年以上が経過した。当時，賛否両方の意見の
的となった「PL法」という単語も，現在では，それほど新聞報道等でも見か
けなくなってきた。
　他方，製造物責任法が施行された1995（平成 7）年 7 月初めから2011（平成
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2３）年 8 月末までの16年 2 カ月間で，独立行政法人国民生活センター（以下
「国民生活センター」という。）が把握している全国の同法に基づく訴訟の件数は，
合計142件とのことである。すなわち，平均して年間 8件から 9件程度という
ことになる。この件数の少なさは，一体何を意味しているのか。法制定により
メーカーの製品に対する安全意識が高まり欠陥製品が市場に出回らなくなった
結果であれば，それはむしろ喜ばしいことであろう。しかしながら，製造物責
任法施行後も，大手乳業メーカーによる低脂肪乳等の大規模食中毒事件（製造
時における黄色ブドウ球菌毒素による汚染が原因とされる。）が発生したり，大手自
動車メーカーによる組織的なリコール隠しが発覚し大きな社会問題になったこ
となどを考えれば，安易にそのような結論には到達できないのではないかとい
う懸念を持たざるを得ない。
　また現に，国民生活センターが集計している危害・危険情報によれば，製造
物責任法が施行された1995年度以降2010年度までに，同センター及び全国の消
費生活センター等が受け付けた製品関連事故に係る相談であって，拡大損害が
生じたものの件数は，次表のとおりとなっている。
　すなわち，法の施行から16年間の拡大損害を伴う製品関連事故の相談件数は，
約84,000件に上っており，平均して年間5,200件を超える多さである。
　もちろん，製品関連事故のすべてが製品の欠陥によるものとは断定できない。
しかし，このような事故相談件数の多さから推測すると欠陥製品の市場流通の
減少という結論は導きにくいであろう。そして，事故相談件数と製造物責任訴
訟の件数との桁違いのギャップは，紛争解決の手段として訴訟を利用すること
に抵抗感を覚える我が国民性によるところも大であろうが，現行製造物責任法
の使い勝手の問題も含意している可能性は否定できまい。
　思うに，広義の製造物責任における責任要件が「過失」から「欠陥」にシフ
トしたことは，本質的な意味で進歩である。しかし，我が国の場合，その本質
的な転換が効果を十分に発揮するためには，証明責任ないし証拠収集制度の点
105）
「製造物責任法（PL法）に基づく訴訟」（国民生活センター商品テスト部調べ）による。105）
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でやはり何らかの手当が必要なのではないかと考える。現在はそれがないため
に，欠陥責任の導入の効果が十分に活かされていないということではないだろ
うか。このことは，1998（平成10）年に施行された新民訴法の下でも基本的に
変わらないものと考えられる。
　また同時に，組織的かつ意図的なリコール隠しなど悪質なケースの場合には，
製品の安全性確保に向けた企業のインセンティブを高めるためにも，附加金
（懲罰的賠償）制度に伴うデメリットを踏まえた上で，その導入を含めた再検
106）
年度 95 96 97 98 99 2000 01 02 0３
件数 1,719 2,50３ 5,226 4,701 4,716 5,7３0 5,141 6,477 5,408
年度 04 05 06 07 08 09 10 合　計
件数 4,698 5,081 5,３70 6,94３ 6,8３8 6,88３ 6,952 84,３86
○拡大損害が生じた製品関連事故相談件数（国民生活センター集計）
＊国民生活センター「2010年度の製品関連事故に係る消費生活相談の概要」（平成2３年10月 6 日
公表）による。
＊2010年度までに国民生活センター及び消費生活センター等が受け付け，2011年 8 月末日までに
PIO-NET（全国消費生活情報ネットワーク・システム）に登録されたもの。
＊拡大損害には，①人的損害のみのケース，②物的損害のみのケース，③人・物の双方に損害が
生じたケースを含む。
＊参考までに2010年度の場合，人的損害の生じたケース（①＋③＝5,669件）のうち，上位5製品
は，化粧品（640件），健康食品（418件），家具・寝具（３16件），外食・食事宅配（255件），医
療用具（248件）となっている。また同様に，物的損害の生じたケース（②＋③＝1,5３2件）の
うち，上位 5製品は，空調・冷暖房機器（188件），食生活機器（127件），「他の住居品」〔主に
消火器やテーブルタップなど〕（112件），「他の教養娯楽品」〔主に喫煙用ライターやペット用
品など〕（92件），洗濯・裁縫用具（71件）となっている。なお，人的損害の内容としては，
「その他の傷病及び諸症状」〔体調不良など〕（1,592件）や皮膚障害（1,2３1件）に次いで，消
化器障害（6３5件），刺傷・切傷（560件），擦過傷・挫傷・打撲傷（55３件）などが多く，物的
損害の内容としては，発火・引火（167件），過熱・こげる（12３件）などが多い。
1998年 9 月，欧州議会の環境・公衆衛生・消費者保護委員会は，欠陥の存在及び欠陥と損害と
の因果関係についての推定規定を設ける内容を含むEC指令の改正案を同議会に提案した。この
提案は，後に99年の改正 EC指令（第一次農産物等を製造物責任の対象とすることを義務づけた
もの）につながるものであったが，推定規定自体は，結果的に98年11月の欧州議会本会議で否決
された。しかしながら，欧州議会の委員会が推定規定を設ける提案をしたという事実には一定の
重みがあろう。
106）
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討が期待されるところである。
　最後に，冒頭でもお断りしたとおり，本稿は，2004年に筆者が私家版の冊子
として取りまとめた論文に若干の加筆修正を加えたものである。筆者としては，
自ら必要と気づいた点については，特に脚注などを用いて極力加筆修正を加え
たつもりではあるが，何分筆者自身の専門分野が民事法とは異なる分野である
ため，あるいは遺漏があったかも知れない。その点については，あらかじめお
詫びを申し上げるとともに，読者諸兄姉の寛大さと宥恕の心にご期待申し上げ
る次第である。
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Ｅ　　Ｃ　　指　　令
〈欠陥製造物への責任に関する加盟国の法律，規則及
び行政規定の近似化についての理事会指令〉
（1985.7 欧州共同体）
要綱試案
〈製造物責任法要綱試案〉
（1975.8 我妻栄ほか）
公明党要綱
〈製造物責任法案要綱〉
（1990.2 公明党）
90年グループ案
〈製造物責任立法への提案〉
（1990.10 好美清光ほか）
東弁試案
〈製造物責任法試案〉
（1991.1 東京弁護士会）
日弁連要綱
〈製造物責任法要綱〉
（1991.３ 日弁連）
社会党大綱
〈製造物責任法制定に関する大綱〉
（1991.10 日本社会党）
前文　　（略） 第 1条（目的）
　この法律は，製造物
の欠陥によって生じる
損害賠償責任を定め，
その履行を確保する方
策を講ずることにより，
消費者の保護をはかる
ことを目的とする。
第 1　目的
　この法律は，製造物
の欠陥によって生じた
損害の賠償責任を定め，
その履行を確保する方
策を講ずることにより，
消費者の保護を図るこ
とを目的とするものと
する。
第 1（趣旨）
　この立法への提案は，
消費者の保護を図るた
め，事業活動として製
造，輸入又は配付され
た製造物によって消費
者の私的利益に生じた
損害について，その製
造物の製造者等が負う
べき特別の責任のある
べき内容を提示するも
のである。
（注）なお，この提案
に基づく賠償責任に係
る履行確保の措置及び
紛争処理手続について
は，別に検討を要する。
第 1条（目的）
　この法律は製造物の
欠陥によって生じた損
害の賠償責任を定め，
その履行を確保する方
策を講ずることにより，
消費者の保護をはかる
ことを目的とする。
第 1条（目的）
　この法律は，製造物
の欠陥によって生じた
損害について製造者の
特別の賠償責任を定め，
その履行を確保する方
策を講ずることにより，
製造物の欠陥による被
害の予防と救済をはか
ることを目的とする。
立法作業にあたっての
基本的考え方について
（略）
一　立法形式について
（略）
二　立法目的について
⑴　製造物の欠陥によ
って生じた損害の賠償
責任を定め，製造物の
欠陥による被害の救済
を図り，もって消費者
を保護することを目的
とする。
⑵　保護の対象とされ
る「消費者」には，製
造物を用いて他の製造
物を製造しもしくは役
務を提供する事業者を
含むものとする。
第 2条
　本指令において，「製造物」とは，第一次農
産物及び狩猟物を除くすべての動産を意味し，
当該動産が他の動産又は不動産に付合された場
合をも含む。そして，「第一次農産物」とは，
第一次加工を受けた製造物を除く農産物，畜産
物及び水産物をいう。また，「製造物」には，
電気をも含むものとする。
＊筆者注：下線部は，1999年 5 月の改正で削ら
れた。
第 2条（定義）
　この法律において
「製造物」とは，完成
品たると否とを問わず，
自然産物たると否とを
問わず，流通過程にお
かれたすべての物をい
う。
（注）自然産物であっ
て，なんらの加工もせ
ずに販売される場合は，
これを除外することも
考えられる。
第 2　製造物の範囲
1　この法律において
「製造物」とは，流通
過程におかれたすべて
の物（電気を含む）を
いうものとする。
2　自然産物であって
何らの加工をせずに販
売されるものは「製造
物」に含めないものと
する。
第 ３（製造物）
　この提案において
「製造物」とは，すべ
ての動産をいうものと
し，それが他の動産又
は不動産に組み込まれ
た場合をも含むものと
すること。
（注）未加工の自然産
物をも含める趣旨であ
る。電気等の無形のエ
ネルギーについては，
態度を決定していない。
第 2条（定義）
　本法における用語の
定義は次のとおりにす
る。
1，製造物とは流通過
程に置かれたすべての
物をいい，完成品たる
と否とを問わず，部品，
原料，成分等の構成物
及び混合物を含む。但
し何らの加工もせずに
販売される土地を含ま
ない。
第 2条（定義）
　この法律による用語
の定義は次のとおりと
する。
1．「製造物」とは，
流通におかれたすべて
の物をいう。但し，な
んらの加工もせずに販
売される不動産を含ま
ない。
三　製造物の範囲につ
いて
⑴　「製造物」とは流
通過程におかれたすべ
ての物（電気など無形
のエネルギーを含む）
とする。
⑵　①土地②山海の産
物など自然状態に存在
する物を収穫・採取・
捕獲したにすぎない先
占型の物（無主物に限
らない），③栽培・畜
産・養殖された農林水
産物，のいずれかであ
って未加工のまま流通
過程におかれた物は製
造物に含めない。
⑶　前記⑵にいう「加
工」とは，土地の造成，
冷却・加熱，醗酵，分
離・切断，薬剤・調味
料等の塗布もしくは添
加，他の物との合成・
混和等の人為的かつ工
業的に行われる工作に
（参考）　ＥＣ指令と我が国の立法
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Ｅ　　Ｃ　　指　　令
〈欠陥製造物への責任に関する加盟国の法律，規則及
び行政規定の近似化についての理事会指令〉
（1985.7 欧州共同体）
要綱試案
〈製造物責任法要綱試案〉
（1975.8 我妻栄ほか）
公明党要綱
〈製造物責任法案要綱〉
（1990.2 公明党）
90年グループ案
〈製造物責任立法への提案〉
（1990.10 好美清光ほか）
東弁試案
〈製造物責任法試案〉
（1991.1 東京弁護士会）
日弁連要綱
〈製造物責任法要綱〉
（1991.３ 日弁連）
社会党大綱
〈製造物責任法制定に関する大綱〉
（1991.10 日本社会党）
前文　　（略） 第 1条（目的）
　この法律は，製造物
の欠陥によって生じる
損害賠償責任を定め，
その履行を確保する方
策を講ずることにより，
消費者の保護をはかる
ことを目的とする。
第 1　目的
　この法律は，製造物
の欠陥によって生じた
損害の賠償責任を定め，
その履行を確保する方
策を講ずることにより，
消費者の保護を図るこ
とを目的とするものと
する。
第 1（趣旨）
　この立法への提案は，
消費者の保護を図るた
め，事業活動として製
造，輸入又は配付され
た製造物によって消費
者の私的利益に生じた
損害について，その製
造物の製造者等が負う
べき特別の責任のある
べき内容を提示するも
のである。
（注）なお，この提案
に基づく賠償責任に係
る履行確保の措置及び
紛争処理手続について
は，別に検討を要する。
第 1条（目的）
　この法律は製造物の
欠陥によって生じた損
害の賠償責任を定め，
その履行を確保する方
策を講ずることにより，
消費者の保護をはかる
ことを目的とする。
第 1条（目的）
　この法律は，製造物
の欠陥によって生じた
損害について製造者の
特別の賠償責任を定め，
その履行を確保する方
策を講ずることにより，
製造物の欠陥による被
害の予防と救済をはか
ることを目的とする。
立法作業にあたっての
基本的考え方について
（略）
一　立法形式について
（略）
二　立法目的について
⑴　製造物の欠陥によ
って生じた損害の賠償
責任を定め，製造物の
欠陥による被害の救済
を図り，もって消費者
を保護することを目的
とする。
⑵　保護の対象とされ
る「消費者」には，製
造物を用いて他の製造
物を製造しもしくは役
務を提供する事業者を
含むものとする。
第 2条
　本指令において，「製造物」とは，第一次農
産物及び狩猟物を除くすべての動産を意味し，
当該動産が他の動産又は不動産に付合された場
合をも含む。そして，「第一次農産物」とは，
第一次加工を受けた製造物を除く農産物，畜産
物及び水産物をいう。また，「製造物」には，
電気をも含むものとする。
＊筆者注：下線部は，1999年 5 月の改正で削ら
れた。
第 2条（定義）
　この法律において
「製造物」とは，完成
品たると否とを問わず，
自然産物たると否とを
問わず，流通過程にお
かれたすべての物をい
う。
（注）自然産物であっ
て，なんらの加工もせ
ずに販売される場合は，
これを除外することも
考えられる。
第 2　製造物の範囲
1　この法律において
「製造物」とは，流通
過程におかれたすべて
の物（電気を含む）を
いうものとする。
2　自然産物であって
何らの加工をせずに販
売されるものは「製造
物」に含めないものと
する。
第 ３（製造物）
　この提案において
「製造物」とは，すべ
ての動産をいうものと
し，それが他の動産又
は不動産に組み込まれ
た場合をも含むものと
すること。
（注）未加工の自然産
物をも含める趣旨であ
る。電気等の無形のエ
ネルギーについては，
態度を決定していない。
第 2条（定義）
　本法における用語の
定義は次のとおりにす
る。
1，製造物とは流通過
程に置かれたすべての
物をいい，完成品たる
と否とを問わず，部品，
原料，成分等の構成物
及び混合物を含む。但
し何らの加工もせずに
販売される土地を含ま
ない。
第 2条（定義）
　この法律による用語
の定義は次のとおりと
する。
1．「製造物」とは，
流通におかれたすべて
の物をいう。但し，な
んらの加工もせずに販
売される不動産を含ま
ない。
三　製造物の範囲につ
いて
⑴　「製造物」とは流
通過程におかれたすべ
ての物（電気など無形
のエネルギーを含む）
とする。
⑵　①土地②山海の産
物など自然状態に存在
する物を収穫・採取・
捕獲したにすぎない先
占型の物（無主物に限
らない），③栽培・畜
産・養殖された農林水
産物，のいずれかであ
って未加工のまま流通
過程におかれた物は製
造物に含めない。
⑶　前記⑵にいう「加
工」とは，土地の造成，
冷却・加熱，醗酵，分
離・切断，薬剤・調味
料等の塗布もしくは添
加，他の物との合成・
混和等の人為的かつ工
業的に行われる工作に
諸提案との対比表（1991年）
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Ｅ　　Ｃ　　指　　令
（1985.7 欧州共同体）
要綱試案
（1975.8 我妻栄ほか）
公明党要綱
（1990.2 公明党）
90年グループ案
（1990.10 好美清光ほか）
東弁試案
（1991.1 東京弁護士会）
日弁連要綱
（1991.３ 日弁連）
社会党大綱
（1991.10 日本社会党）
よりある物の物理的形
状，化学的性状等を変
化させる行為をいい，
たんなる収穫・採取・
捕獲や薬物によらない
洗浄は含まないものと
する（米の脱穀・精米
程度はここにいう加工
に含めず，収穫・採取
の範囲内と考えられ
る）。
第 ３条
1　「製造者」とは，完成品の製造者，原材料
の製造者又は構成部品の製造者及び製造物に名
称，商標又はその他の識別特徴を付することに
よって自らを製造者として表示した者をいう。
2　製造者の責任は別として，売買，賃貸，
リース又はその他の流通形態のため，業として，
共同体に製造物を輸入する者は，本指令におい
て，製造者とみなし，製造者としての責任を負
うものとする。
３　製造物の製造者を特定することができない
場合においては，それぞれの供給者を製造者と
みなす。ただし，供給者が，合理的期間内にお
いて，被害者に対し，製造者の身元又は当該供
給者に製造物を供給した者の身元を告知した場
合は，この限りでない。輸入品に関し，当該製
造物に製造者の名称が示されている場合であっ
て，本条第 2項に定める輸入業者の身元が示さ
れていない場合についても同様とする。
第 2条（定義）
2　この法律において
「製造者」とは，次の
各号の一に該当する者
をいう。
⑴　製造物の生産を業
とする者
（注）加工者は加工の
範囲，原材料の製造者
は原材料のおよぶ範囲，
部品の製造者は部品の
部分に限り，完成品又
は本体の製造者と同様
に取り扱うものとする。
⑵製造物に商標その他
の標章又は商号その他
自己を表示する名称を
付して業としてこれを
流通させる者
⑶製造物の輸入を業と
する者
第 ３　製造者の範囲
　この法律において
「製造者」とは，次の
各号の一に該当する者
をいうものとする。
⑴　製造物の生産を業
とする者
⑵製造物に商標その他
の標章，商号その他自
己を表示する名称を付
して業としてこれを流
通させる者
⑶製造物の輸入を業と
する者
第 7（責任主体）
1　この提案において
「製造者」とは，完成
品，構成部品又は原材
料の各製造者をいうも
のとすること。この
「製造者」には，自然
産物の収穫，採取若し
くは捕獲者，製造物の
製造に関与し製造者と
同視することができる
立場にある者又は自己
の氏名，商標その他の
標識を製造物若しくは
その容器，包装等に付
することによって自ら
を製造者として表示し
た者をも含むものとす
ること。
2　製造物を輸入した
者は，製造者と同一の
責任を負うものとする
こと。
３　前二項に定める者
を特定することができ
ない場合には，各供給
者は，製造者と同一の
責任を負うものとする
こと。ただし，供給者
が，被害者の要求に基
づき相当期間内に製造
者，輸入者又は自己よ
り前の供給者を特定し
て告知したときは，そ
の責任を免れるものと
すること。国外の製造
者によって製造された
第 2条（定義）
　本法における用語の
定義は次のとおりにす
る。
2，製造者とは製造物
の製造者，製造物に商
標・標章・商号その他
自己を表示する名称を
付して流通させる者及
び製造物の輸入者をい
う。但しこれらを業と
しない者を除く。
第 2条（定義）
　この法律による用語
の定義は次のとおりと
する。
2．
⑴　「製造者」とは，
業として製造物を製造
または加工する者をい
う。
⑵　次の各号に該当す
る者は，この法律にお
いては製造者と看做す。
①　業として自然産物
の採取，捕獲をする
者
②　製造物またはその
容器，包装等に，自
己の商標・標章・商
号その他自己を表示
する名称を付して業
として流通させる者
③　製造物の輸入業者
四　製造者の範囲につ
いて
⑴　製造者とは，①製
造物の製造または加工
を業とする者，②製造
物に商標その他の標章
または商号その他自己
を表示する名称を付し
て業としてこれを流通
させる者，③製造物の
輸入を業とする者，の
いずれかに該当する者
とする。
⑵　これらの者を特定
することができない場
合には，各供給者は製
造者と同一の責任を負
うものとする。ただし
製造物の欠陥が供給者
の手にわたる以前にす
でに存在していたこと
が明らかな場合に，当
該供給者が相当期間内
に製造者・輸入者又は
自己より前の供給者を
特定して告知したとき
は，その責任を免れる
ことができるものとす
る。
立法検討過程からみた製造物責任法 （2・完）（小林）
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Ｅ　　Ｃ　　指　　令
（1985.7 欧州共同体）
要綱試案
（1975.8 我妻栄ほか）
公明党要綱
（1990.2 公明党）
90年グループ案
（1990.10 好美清光ほか）
東弁試案
（1991.1 東京弁護士会）
日弁連要綱
（1991.３ 日弁連）
社会党大綱
（1991.10 日本社会党）
よりある物の物理的形
状，化学的性状等を変
化させる行為をいい，
たんなる収穫・採取・
捕獲や薬物によらない
洗浄は含まないものと
する（米の脱穀・精米
程度はここにいう加工
に含めず，収穫・採取
の範囲内と考えられ
る）。
第 ３条
1　「製造者」とは，完成品の製造者，原材料
の製造者又は構成部品の製造者及び製造物に名
称，商標又はその他の識別特徴を付することに
よって自らを製造者として表示した者をいう。
2　製造者の責任は別として，売買，賃貸，
リース又はその他の流通形態のため，業として，
共同体に製造物を輸入する者は，本指令におい
て，製造者とみなし，製造者としての責任を負
うものとする。
３　製造物の製造者を特定することができない
場合においては，それぞれの供給者を製造者と
みなす。ただし，供給者が，合理的期間内にお
いて，被害者に対し，製造者の身元又は当該供
給者に製造物を供給した者の身元を告知した場
合は，この限りでない。輸入品に関し，当該製
造物に製造者の名称が示されている場合であっ
て，本条第 2項に定める輸入業者の身元が示さ
れていない場合についても同様とする。
第 2条（定義）
2　この法律において
「製造者」とは，次の
各号の一に該当する者
をいう。
⑴　製造物の生産を業
とする者
（注）加工者は加工の
範囲，原材料の製造者
は原材料のおよぶ範囲，
部品の製造者は部品の
部分に限り，完成品又
は本体の製造者と同様
に取り扱うものとする。
⑵製造物に商標その他
の標章又は商号その他
自己を表示する名称を
付して業としてこれを
流通させる者
⑶製造物の輸入を業と
する者
第 ３　製造者の範囲
　この法律において
「製造者」とは，次の
各号の一に該当する者
をいうものとする。
⑴　製造物の生産を業
とする者
⑵製造物に商標その他
の標章，商号その他自
己を表示する名称を付
して業としてこれを流
通させる者
⑶製造物の輸入を業と
する者
第 7（責任主体）
1　この提案において
「製造者」とは，完成
品，構成部品又は原材
料の各製造者をいうも
のとすること。この
「製造者」には，自然
産物の収穫，採取若し
くは捕獲者，製造物の
製造に関与し製造者と
同視することができる
立場にある者又は自己
の氏名，商標その他の
標識を製造物若しくは
その容器，包装等に付
することによって自ら
を製造者として表示し
た者をも含むものとす
ること。
2　製造物を輸入した
者は，製造者と同一の
責任を負うものとする
こと。
３　前二項に定める者
を特定することができ
ない場合には，各供給
者は，製造者と同一の
責任を負うものとする
こと。ただし，供給者
が，被害者の要求に基
づき相当期間内に製造
者，輸入者又は自己よ
り前の供給者を特定し
て告知したときは，そ
の責任を免れるものと
すること。国外の製造
者によって製造された
第 2条（定義）
　本法における用語の
定義は次のとおりにす
る。
2，製造者とは製造物
の製造者，製造物に商
標・標章・商号その他
自己を表示する名称を
付して流通させる者及
び製造物の輸入者をい
う。但しこれらを業と
しない者を除く。
第 2条（定義）
　この法律による用語
の定義は次のとおりと
する。
2．
⑴　「製造者」とは，
業として製造物を製造
または加工する者をい
う。
⑵　次の各号に該当す
る者は，この法律にお
いては製造者と看做す。
①　業として自然産物
の採取，捕獲をする
者
②　製造物またはその
容器，包装等に，自
己の商標・標章・商
号その他自己を表示
する名称を付して業
として流通させる者
③　製造物の輸入業者
四　製造者の範囲につ
いて
⑴　製造者とは，①製
造物の製造または加工
を業とする者，②製造
物に商標その他の標章
または商号その他自己
を表示する名称を付し
て業としてこれを流通
させる者，③製造物の
輸入を業とする者，の
いずれかに該当する者
とする。
⑵　これらの者を特定
することができない場
合には，各供給者は製
造者と同一の責任を負
うものとする。ただし
製造物の欠陥が供給者
の手にわたる以前にす
でに存在していたこと
が明らかな場合に，当
該供給者が相当期間内
に製造者・輸入者又は
自己より前の供給者を
特定して告知したとき
は，その責任を免れる
ことができるものとす
る。
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（1985.7 欧州共同体）
要綱試案
（1975.8 我妻栄ほか）
公明党要綱
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輸入品に関しては，そ
の製造者が特定されて
いても，輸入者を特定
することができないと
きは同様とすること。
第 6条
1　製造物は，次の各号に掲げるものを含むす
べての事情を考慮した上で，人が正当に期待で
きる安全性を提供しない場合において，欠陥を
有するものとする。
⒜製造物の表示
⒝合理的に予見され得た製造物の用途
⒞製造物が流通過程に置かれた時期
2　製造物は，後により良い製造物が流通過程
に置かれたことのみを理由として，欠陥を有す
るものとはみなされない。
第 2条（定義）
３　この法律において
「欠陥」とは，製造物
の通常予見される使用
に際し，生命，身体又
は財産に不相当な危険
を生じさせる製造物の
瑕疵をいう。
（注）欠陥の有無の判
断に際しては，製造物
に関する表示及び警告
を考慮する。
第 4　欠陥の定義
　この法律において
「欠陥」とは，製造物
が通常有すべき又は表
示された品質又は安全
性を欠いていることを
いうものとする。製造
物に，品質又は安全性
の確保のために通常有
すべき表示又は警告を
欠く場合を含むものと
する。
第 4（欠陥）
　この提案において
「欠陥」とは，製造物
が次に掲げる事項を含
むすべての事情を考慮
して人が正当に期待し
うべき安全性を備えて
いないことをいうもの
とすること。
⑴　製造物の合理的に
予期される使用
⑵製造物についての説
明，指示，警告その他
の表示
（注）この提案におい
て「使用」とは，「消
費」をも含むものとす
る。
第 2条（定義）
　本法における用語の
定義は次のとおりにす
る。
３，欠陥とはその物が
通常有すべき安全性を
欠いていることをいう。
製造物に関する通常期
待されるべき表示・警
告がないため安全性を
欠く場合も含む。
第 2条（定義）
　この法律による用語
の定義は次のとおりと
する。
３．「欠陥」とは，製
造物が，次にかかげる
事情を考慮して，消費
者が正当に期待しうべ
き安全性を備えていな
いため，生命，身体ま
たは財産に不合理な危
険を生じさせる虞れの
ある状態をいう。
⑴　製造物の通常予想
される使用
⑵　製造物についての
説明，指示，警告その
他の表示
五　欠陥概念について
⑴　欠陥とは，製造物
が①その通常予期され
うる使用，②説明・指
示・警告その他の表示，
を含むすべての事情を
考慮して人が正当に期
待し得べき安全性を備
えていないことをいう
ものとする。
⑵　法律，省令，規則
等で示された行政官庁
による取締りを目的と
する「安全基準」に合
致しているか否かは，
ここにいう「欠陥」の
存否の問題とは直接関
係ないが，製造物が同
「安全基準」に達して
いない場合には，人が
正当に期待し得べき安
全性を備えていないと
いい得よう。
第 1条
　製造者は，その製造物の欠陥に起因する損害
に対して，責任を負う。
第 9条
　本指令第 1条において，「損害」とは，次の
各号に掲げるものをいう。
⒜　死亡又は身体障害によって生じた損害
⒝　欠陥の存在する製造物以外の財産に対する
損害又は当該財産の滅失であって，当該財産が
次の各号に掲げる要件をいずれも満足するもの
である場合。ただし，500ECUを免責額とする。
　ⅰ）通常，個人的な使用又は消費が意図され
ている財産であること。
　ⅱ）被害者が，主として，個人的な使用又は
消費のために利用していた財産であること。
　本条は，無形損害に対する国内法の規定に影
響を与えるものではない。
第 ３条（無過失責任）
　製造者は，製造物の
欠陥により生命，身体
又は財産に損害を受け
た自然人に対し，その
損害を賠償する責に任
ずる。
第 5　製造者の無過失
責任
　製造者は，その製造
物の欠陥により，生命，
身体又は財産に損害を
受けた者に対し，その
損害を賠償する責任を
負うものとする。
第 2（無過失責任）
　製造者は，製造物の
欠陥によって生じた損
害を賠償する責任を負
うものとすること。
第 9（損害）
　この提案に基づいて
賠償されるべき損害は，
次に掲げるものとする
こと。
⑴　生命又は身体の侵
害によって生じた損害
⑵　個人の私的生活に
おける物的及び財産的
損害。ただし，当該製
造物に生じた損害を除
く。
第 ３条（無過失責任）
　製造者は製造物の欠
陥により生命，身体又
は財産につき損害を受
けた者に対し，その経
済的及び非経済的損害
を賠償する責任を負う。
第 ３条（無過失責任）
　製造者は，製造物の
欠陥により生命，身体
または財産に損害をう
けた者に対し，その財
産的および非財産的損
害を賠償する責任を負
う。
六　無過失責任につい
て
⑴　製造者は，製造物
の欠陥により生命・身
体又は財産につき損害
を受けた者に対し，そ
の損害を賠償する責任
を負うものとする。
⑶　製造物を事業者が
営業用でなくもっぱら
従業員等の個人的な使
用に供する場合もある
（会社の福利厚生施設
の備品等）ことから，
請求権者から法人等を
除外しないこととする。
⑷　無過失責任の範囲
は，製造上，設計上，
表示上の欠陥すべてに
及ぶものとする。
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輸入品に関しては，そ
の製造者が特定されて
いても，輸入者を特定
することができないと
きは同様とすること。
第 6条
1　製造物は，次の各号に掲げるものを含むす
べての事情を考慮した上で，人が正当に期待で
きる安全性を提供しない場合において，欠陥を
有するものとする。
⒜製造物の表示
⒝合理的に予見され得た製造物の用途
⒞製造物が流通過程に置かれた時期
2　製造物は，後により良い製造物が流通過程
に置かれたことのみを理由として，欠陥を有す
るものとはみなされない。
第 2条（定義）
３　この法律において
「欠陥」とは，製造物
の通常予見される使用
に際し，生命，身体又
は財産に不相当な危険
を生じさせる製造物の
瑕疵をいう。
（注）欠陥の有無の判
断に際しては，製造物
に関する表示及び警告
を考慮する。
第 4　欠陥の定義
　この法律において
「欠陥」とは，製造物
が通常有すべき又は表
示された品質又は安全
性を欠いていることを
いうものとする。製造
物に，品質又は安全性
の確保のために通常有
すべき表示又は警告を
欠く場合を含むものと
する。
第 4（欠陥）
　この提案において
「欠陥」とは，製造物
が次に掲げる事項を含
むすべての事情を考慮
して人が正当に期待し
うべき安全性を備えて
いないことをいうもの
とすること。
⑴　製造物の合理的に
予期される使用
⑵製造物についての説
明，指示，警告その他
の表示
（注）この提案におい
て「使用」とは，「消
費」をも含むものとす
る。
第 2条（定義）
　本法における用語の
定義は次のとおりにす
る。
３，欠陥とはその物が
通常有すべき安全性を
欠いていることをいう。
製造物に関する通常期
待されるべき表示・警
告がないため安全性を
欠く場合も含む。
第 2条（定義）
　この法律による用語
の定義は次のとおりと
する。
３．「欠陥」とは，製
造物が，次にかかげる
事情を考慮して，消費
者が正当に期待しうべ
き安全性を備えていな
いため，生命，身体ま
たは財産に不合理な危
険を生じさせる虞れの
ある状態をいう。
⑴　製造物の通常予想
される使用
⑵　製造物についての
説明，指示，警告その
他の表示
五　欠陥概念について
⑴　欠陥とは，製造物
が①その通常予期され
うる使用，②説明・指
示・警告その他の表示，
を含むすべての事情を
考慮して人が正当に期
待し得べき安全性を備
えていないことをいう
ものとする。
⑵　法律，省令，規則
等で示された行政官庁
による取締りを目的と
する「安全基準」に合
致しているか否かは，
ここにいう「欠陥」の
存否の問題とは直接関
係ないが，製造物が同
「安全基準」に達して
いない場合には，人が
正当に期待し得べき安
全性を備えていないと
いい得よう。
第 1条
　製造者は，その製造物の欠陥に起因する損害
に対して，責任を負う。
第 9条
　本指令第 1条において，「損害」とは，次の
各号に掲げるものをいう。
⒜　死亡又は身体障害によって生じた損害
⒝　欠陥の存在する製造物以外の財産に対する
損害又は当該財産の滅失であって，当該財産が
次の各号に掲げる要件をいずれも満足するもの
である場合。ただし，500ECUを免責額とする。
　ⅰ）通常，個人的な使用又は消費が意図され
ている財産であること。
　ⅱ）被害者が，主として，個人的な使用又は
消費のために利用していた財産であること。
　本条は，無形損害に対する国内法の規定に影
響を与えるものではない。
第 ３条（無過失責任）
　製造者は，製造物の
欠陥により生命，身体
又は財産に損害を受け
た自然人に対し，その
損害を賠償する責に任
ずる。
第 5　製造者の無過失
責任
　製造者は，その製造
物の欠陥により，生命，
身体又は財産に損害を
受けた者に対し，その
損害を賠償する責任を
負うものとする。
第 2（無過失責任）
　製造者は，製造物の
欠陥によって生じた損
害を賠償する責任を負
うものとすること。
第 9（損害）
　この提案に基づいて
賠償されるべき損害は，
次に掲げるものとする
こと。
⑴　生命又は身体の侵
害によって生じた損害
⑵　個人の私的生活に
おける物的及び財産的
損害。ただし，当該製
造物に生じた損害を除
く。
第 ３条（無過失責任）
　製造者は製造物の欠
陥により生命，身体又
は財産につき損害を受
けた者に対し，その経
済的及び非経済的損害
を賠償する責任を負う。
第 ３条（無過失責任）
　製造者は，製造物の
欠陥により生命，身体
または財産に損害をう
けた者に対し，その財
産的および非財産的損
害を賠償する責任を負
う。
六　無過失責任につい
て
⑴　製造者は，製造物
の欠陥により生命・身
体又は財産につき損害
を受けた者に対し，そ
の損害を賠償する責任
を負うものとする。
⑶　製造物を事業者が
営業用でなくもっぱら
従業員等の個人的な使
用に供する場合もある
（会社の福利厚生施設
の備品等）ことから，
請求権者から法人等を
除外しないこととする。
⑷　無過失責任の範囲
は，製造上，設計上，
表示上の欠陥すべてに
及ぶものとする。
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第 5条
　求償権又は償還請求権に関する国内法の規定
は別として，本指令の規定においては，数人の
者が同一の損害に対して責任を有する場合，そ
れらの者は連帯して責任を負うものとする。
第 4条（連帯責任）
　同一の製造物の同一
の欠陥により生じた損
害につき賠償の責に任
ずる者が数人あるとき
は，各人は損害の全額
につき連帯して責任を
負う。
第 6　連帯責任
　同一の製造物の同一
の欠陥による損害につ
き，本法に基づき賠償
責任を負う者が数人あ
るときは，各人は連帯
して責任を負うものと
する。
第10（連帯責任）
　この提案に基づいて
複数の者が同一の損害
について賠償義務を負
うときは，各自連帯し
て責任を負うものとす
ること。
第 4条（連帯責任）
　同一の製造物の同一
の欠陥による損害につ
き，賠償責任を有する
者が数人あるときは，
連帯して責任を負う。
第 4条（連帯責任）
　同一の製造物の同一
の欠陥により生じた損
害につき賠償責任を負
う者が数人あるときは，
各人は全額につき連帯
して責任を負う。
六　無過失責任につい
て
⑵　同一の製造物の同
一の欠陥により生じた
損害について賠償責任
を負う者が数人あると
きは，各人は連帯して
責任を負うものとする。
第11（求償）
　第10の場合において，
⑴　複数の製造者が賠
償義務を負うときは，
賠償義務を履行した製
造者は，他の製造者に
対して損害の惹起につ
いての各自の寄与割合
に応じて求償すること
ができるものとするこ
と。各自の寄与割合が
不明の場合には，相均
しいものとすること。
⑵　輸入者が賠償義務
を履行し，又は賠償義
務を履行した供給者に
対して償還義務を履行
したときは，輸入者は，
製造者に対して求償す
ることができるものと
すること。
⑶　供給者が賠償義務
を履行し，又は自己よ
り後の賠償義務を履行
した供給者に対して償
還義務を履行したとき
は，その供給者は，そ
の製造物の製造者，輸
入者又は自己より前の
供給者に対して求償す
ることができるものと
すること。
第 4条
　損害，欠陥及び欠陥と損害との間の因果関係
については，被害者が立証責任を負うものとす
る。
第 5条（欠陥の存在の
推定）
　製造物を適正に使用
したにもかかわらず，
その使用により損害が
生じた場合において，
その損害が適正な使用
により通常生じうべき
第 8　欠陥の存在の推
定
1　製造物を通常の方
法により使用したにも
かかわらず損害が生じ
た場合，その製造物に
欠陥があったものと推
定するものとする。
第 5（欠陥の推定）
1　製造物を合理的に
予期される方法で使用
したことによって損害
が生じた場合において，
その損害がそのような
使用によっては通常生
ずべき性質のものでな
第 5条（欠陥の存在の
推定）
　製造物を通常予想さ
れる方法によって使用
したにもかかわらず，
その使用により損害が
生じた場合においても，
その損害が通常予想さ
第 5条（欠陥および因
果関係の存在の推定）
　製造物が通常予想さ
れる方法により使用さ
れたにもかかわらず，
損害が生じた場合にお
いて，その損害が通常
生じうべき性質でない
七　欠陥の推定につい
て
⑴　製造物を通常予期
される方法で使用・保
存・運搬・廃棄したに
もかかわらず，損害が
発生した場合において，
その損害がそのような
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第 5条
　求償権又は償還請求権に関する国内法の規定
は別として，本指令の規定においては，数人の
者が同一の損害に対して責任を有する場合，そ
れらの者は連帯して責任を負うものとする。
第 4条（連帯責任）
　同一の製造物の同一
の欠陥により生じた損
害につき賠償の責に任
ずる者が数人あるとき
は，各人は損害の全額
につき連帯して責任を
負う。
第 6　連帯責任
　同一の製造物の同一
の欠陥による損害につ
き，本法に基づき賠償
責任を負う者が数人あ
るときは，各人は連帯
して責任を負うものと
する。
第10（連帯責任）
　この提案に基づいて
複数の者が同一の損害
について賠償義務を負
うときは，各自連帯し
て責任を負うものとす
ること。
第 4条（連帯責任）
　同一の製造物の同一
の欠陥による損害につ
き，賠償責任を有する
者が数人あるときは，
連帯して責任を負う。
第 4条（連帯責任）
　同一の製造物の同一
の欠陥により生じた損
害につき賠償責任を負
う者が数人あるときは，
各人は全額につき連帯
して責任を負う。
六　無過失責任につい
て
⑵　同一の製造物の同
一の欠陥により生じた
損害について賠償責任
を負う者が数人あると
きは，各人は連帯して
責任を負うものとする。
第11（求償）
　第10の場合において，
⑴　複数の製造者が賠
償義務を負うときは，
賠償義務を履行した製
造者は，他の製造者に
対して損害の惹起につ
いての各自の寄与割合
に応じて求償すること
ができるものとするこ
と。各自の寄与割合が
不明の場合には，相均
しいものとすること。
⑵　輸入者が賠償義務
を履行し，又は賠償義
務を履行した供給者に
対して償還義務を履行
したときは，輸入者は，
製造者に対して求償す
ることができるものと
すること。
⑶　供給者が賠償義務
を履行し，又は自己よ
り後の賠償義務を履行
した供給者に対して償
還義務を履行したとき
は，その供給者は，そ
の製造物の製造者，輸
入者又は自己より前の
供給者に対して求償す
ることができるものと
すること。
第 4条
　損害，欠陥及び欠陥と損害との間の因果関係
については，被害者が立証責任を負うものとす
る。
第 5条（欠陥の存在の
推定）
　製造物を適正に使用
したにもかかわらず，
その使用により損害が
生じた場合において，
その損害が適正な使用
により通常生じうべき
第 8　欠陥の存在の推
定
1　製造物を通常の方
法により使用したにも
かかわらず損害が生じ
た場合，その製造物に
欠陥があったものと推
定するものとする。
第 5（欠陥の推定）
1　製造物を合理的に
予期される方法で使用
したことによって損害
が生じた場合において，
その損害がそのような
使用によっては通常生
ずべき性質のものでな
第 5条（欠陥の存在の
推定）
　製造物を通常予想さ
れる方法によって使用
したにもかかわらず，
その使用により損害が
生じた場合においても，
その損害が通常予想さ
第 5条（欠陥および因
果関係の存在の推定）
　製造物が通常予想さ
れる方法により使用さ
れたにもかかわらず，
損害が生じた場合にお
いて，その損害が通常
生じうべき性質でない
七　欠陥の推定につい
て
⑴　製造物を通常予期
される方法で使用・保
存・運搬・廃棄したに
もかかわらず，損害が
発生した場合において，
その損害がそのような
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性質のものでないとき
は，その製造物に欠陥
があったものと推定す
る。
2　損害発生の当時存
在していた製造物の欠
陥は，相当な使用期間
内においては，製造物
が製造者の手を離れた
当時すでに存在してい
たものと推定する。
第 6条（因果関係の推
定）
　製造物に欠陥が存す
る場合において，その
欠陥によって生じ得べ
き損害と同一の損害が
発生したときは，その
損害は，その製造物の
欠陥によって生じたも
のと推定する。
2　損害発生の当時存
在していた製造物の欠
陥は，相当な使用期間
内においては，製造物
が流通に置かれた当時
既に存在していたもの
と推定するものとする。
第 9　因果関係の推定
　製造物に欠陥が存在
する場合において，そ
の欠陥によって生じう
べき損害と同一の損害
が発生したときは，そ
の損害は，製造物の欠
陥によって生じたもの
と推定するものとする。
いときは，その製造物
に欠陥があったものと
推定すること。
2　製造物は，同一の
生産過程において製造
された他の製造物が備
えている安全性を備え
ていないときは，欠陥
があるものと推定する
こと。
第 6（因果関係の推
定）
　欠陥のある製造物を
使用した場合において，
その欠陥によって通常
生じうる損害と同一の
損害が発生したときは，
その損害はその製造物
の欠陥によって生じた
ものと推定すること。
れる使用により通常生
じ得べき性質のもので
ないときは，その製造
物に欠陥があったもの
と推定する。損害発生
の当時存在していた製
造物の欠陥は，相当な
使用期間内においては
製造物が流通に置かれ
た当時既に存在してい
たものと推定する。
第 6条（因果関係の推
定）
　製造物に欠陥が存在
する場合において，そ
の欠陥によって生じ得
べき損害と同一の損害
が発生したときは，そ
の損害は，その製造物
の欠陥によって生じた
ものと推定する。
ときには，その製造物
に欠陥があり，かつそ
の損害はその欠陥によ
って生じたものと推定
する。
2　製造物の欠陥は，
製造者が当該製造物を
流通においた当時既に
存在していたものと推
定する。但し，製造者
が，当該欠陥が相当の
使用期間経過後に生じ
たものであると証明し
たときは，この限りで
ない。
使用などによっては通
常生ずべき性質のもの
でないときは，その製
造物には欠陥があると
推定するものとする。
⑵　前記⑴で「廃棄」
を含めたのは，例えば
携帯用ガスコンロの使
用済みボンベやある種
の薬品類など，廃棄に
際して，その方法しだ
いでは相当の危険が伴
うものがあると考えら
れるからである。
⑶　損害の当時存在し
ていた製造物の欠陥は，
相当の使用期間内にお
いては（当該製造物の
品目ごとについて一般
的に観念される耐用年
数等が考慮される）製
造物が製造者の手を離
れた当時すでに存在し
ていたと推定するもの
とする。
⑷　被害者が製造物の
製造過程等における情
報をほとんど入手しえ
ないわが国の状況のも
とでは，被害者が欠陥
のメカニズムを裁判で
立証することは不可能
に近いことから，この
ような推定規定を設け
る必要がある。推定規
定を設けることによる
「行き過ぎ」は，裁判
所の運用感覚によって
抑えられることになら
ざるを得ない。
八　因果関係の推定に
ついて
⑴　製造物に欠陥が存
在する場合において，
その欠陥によって通常
生じうる損害と同一の
損害が発生したときは，
その損害はその製造物
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性質のものでないとき
は，その製造物に欠陥
があったものと推定す
る。
2　損害発生の当時存
在していた製造物の欠
陥は，相当な使用期間
内においては，製造物
が製造者の手を離れた
当時すでに存在してい
たものと推定する。
第 6条（因果関係の推
定）
　製造物に欠陥が存す
る場合において，その
欠陥によって生じ得べ
き損害と同一の損害が
発生したときは，その
損害は，その製造物の
欠陥によって生じたも
のと推定する。
2　損害発生の当時存
在していた製造物の欠
陥は，相当な使用期間
内においては，製造物
が流通に置かれた当時
既に存在していたもの
と推定するものとする。
第 9　因果関係の推定
　製造物に欠陥が存在
する場合において，そ
の欠陥によって生じう
べき損害と同一の損害
が発生したときは，そ
の損害は，製造物の欠
陥によって生じたもの
と推定するものとする。
いときは，その製造物
に欠陥があったものと
推定すること。
2　製造物は，同一の
生産過程において製造
された他の製造物が備
えている安全性を備え
ていないときは，欠陥
があるものと推定する
こと。
第 6（因果関係の推
定）
　欠陥のある製造物を
使用した場合において，
その欠陥によって通常
生じうる損害と同一の
損害が発生したときは，
その損害はその製造物
の欠陥によって生じた
ものと推定すること。
れる使用により通常生
じ得べき性質のもので
ないときは，その製造
物に欠陥があったもの
と推定する。損害発生
の当時存在していた製
造物の欠陥は，相当な
使用期間内においては
製造物が流通に置かれ
た当時既に存在してい
たものと推定する。
第 6条（因果関係の推
定）
　製造物に欠陥が存在
する場合において，そ
の欠陥によって生じ得
べき損害と同一の損害
が発生したときは，そ
の損害は，その製造物
の欠陥によって生じた
ものと推定する。
ときには，その製造物
に欠陥があり，かつそ
の損害はその欠陥によ
って生じたものと推定
する。
2　製造物の欠陥は，
製造者が当該製造物を
流通においた当時既に
存在していたものと推
定する。但し，製造者
が，当該欠陥が相当の
使用期間経過後に生じ
たものであると証明し
たときは，この限りで
ない。
使用などによっては通
常生ずべき性質のもの
でないときは，その製
造物には欠陥があると
推定するものとする。
⑵　前記⑴で「廃棄」
を含めたのは，例えば
携帯用ガスコンロの使
用済みボンベやある種
の薬品類など，廃棄に
際して，その方法しだ
いでは相当の危険が伴
うものがあると考えら
れるからである。
⑶　損害の当時存在し
ていた製造物の欠陥は，
相当の使用期間内にお
いては（当該製造物の
品目ごとについて一般
的に観念される耐用年
数等が考慮される）製
造物が製造者の手を離
れた当時すでに存在し
ていたと推定するもの
とする。
⑷　被害者が製造物の
製造過程等における情
報をほとんど入手しえ
ないわが国の状況のも
とでは，被害者が欠陥
のメカニズムを裁判で
立証することは不可能
に近いことから，この
ような推定規定を設け
る必要がある。推定規
定を設けることによる
「行き過ぎ」は，裁判
所の運用感覚によって
抑えられることになら
ざるを得ない。
八　因果関係の推定に
ついて
⑴　製造物に欠陥が存
在する場合において，
その欠陥によって通常
生じうる損害と同一の
損害が発生したときは，
その損害はその製造物
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の欠陥によって生じた
ものと推定する。
⑵　前記七⑷と同様の
問題がある。
第 6条（開示）
　この法律に基づく訴
訟において，製造物の
安全性に関する情報を
所持するものは，正当
な理由がある場合を除
き，被害者の請求によ
りこれらを開示しなけ
ればならない。
2　製造者または製造
者のために前項にかか
げる情報を所持する者
が，正当な理由なくし
てその情報を開示しな
い場合には，裁判所は，
当該製造物に欠陥があ
るものと認めることが
できる。
十　開示条項について
　製造物責任に関する
訴訟において，被害者
の請求により製造物の
安全性に関する情報の
所持者が当該情報を開
示しなければならない
とする，いわゆる「開
示条項」を設けること
が望ましい。同条項と
欠陥・因果関係の推定
規定の関係についてな
お検討を行う。
第 7条
　本指令において，製造者は，次の各号のいず
れかを立証した場合において，責任を負うもの
ではない。
⒜　当該製造者が製造物を流通過程に置いたの
ではないこと。
⒝情況を考慮した結果，製造物が当該製造者に
よって流通過程に置かれた時点において損害を
惹起した欠陥が存在せず，又は当該欠陥が流通
過程に置かれた後に生じた蓋然性があること。
⒞　製造物が，売買又は経済的な目的を伴う流
通形態のために製造されたのではなく，かつ，
業として製造者によって製造され，又は流通過
程に置かれたのではないこと。
⒟　公的機関の定める強制的規制に製造物を合
致させたことによって，欠陥が生じたこと。
⒠　当該製造者が製造物を流通過程に置いた時
点の科学知識及び技術知識の水準によっては，
欠陥の存在を明らかにすることが不可能であっ
たこと。
⒡　構成部品の製造者に関し，欠陥が，当該構
成部品の組み込まれた製造物の設計に起因し，
又は当該製造物の製造者によって与えられた指
示に起因するものであること。
第 7　免責
　製造者は，製造物が
自己の意思に基づかず
に流通過程に置かれた
ことを立証した場合は，
第 5の責任を免れるも
のとする。
第 8（責任主体の免
責）
　製造者等（第 7の各
項に定める者をいう）
は，次の各号の一を証
明したときは，この提
案に基づく責任を負わ
ないものとすること。
⑴　自らが製造物を流
通に置いたのではない
こと。なお，「自らが
流通に置く」とは，製
造物が出荷の予定され
ている状態において製
造者等の支配を離脱し
て，他の者によって流
通に置かれた場合をも
含むものとする。
⑵　損害を生じさせた
欠陥は，諸事情を考慮
すれば製造物が流通に
置かれた時には存在し
なかったか又はその後
に生じた蓋然性がある
こと。
⑶　製造者等がその製
第 9条（責任主体の免
責）
　製造者は，製造物が，
出荷が予定される以前
に，製造者の意思に基
づかずに流通におかれ
た場合で，流通におか
れたことに過失がない
場合は，その責任を免
れるものとする。
2　構成部品の製造者
については，その欠陥
が構成部品の組み込ま
れた製造物の構造また
は完成品製造者のした
指示にもっぱら起因す
る場合には，その責任
を免れるものとする。
原材料の製造者につい
ても同様とする。
九　過失相殺，製造者
の免責事由等について
⑵　原料の製造者及び
構成部品の製造者等は，
その欠陥が構成部品の
組み込まれた製造物の
構造または完成品製造
者のした指示にもっぱ
ら起因することを証明
したときは損害賠償責
任を負わないものとす
る。
⑷　いわゆる「開発危
険の抗弁」は認めない
ものとする。
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の欠陥によって生じた
ものと推定する。
⑵　前記七⑷と同様の
問題がある。
第 6条（開示）
　この法律に基づく訴
訟において，製造物の
安全性に関する情報を
所持するものは，正当
な理由がある場合を除
き，被害者の請求によ
りこれらを開示しなけ
ればならない。
2　製造者または製造
者のために前項にかか
げる情報を所持する者
が，正当な理由なくし
てその情報を開示しな
い場合には，裁判所は，
当該製造物に欠陥があ
るものと認めることが
できる。
十　開示条項について
　製造物責任に関する
訴訟において，被害者
の請求により製造物の
安全性に関する情報の
所持者が当該情報を開
示しなければならない
とする，いわゆる「開
示条項」を設けること
が望ましい。同条項と
欠陥・因果関係の推定
規定の関係についてな
お検討を行う。
第 7条
　本指令において，製造者は，次の各号のいず
れかを立証した場合において，責任を負うもの
ではない。
⒜　当該製造者が製造物を流通過程に置いたの
ではないこと。
⒝情況を考慮した結果，製造物が当該製造者に
よって流通過程に置かれた時点において損害を
惹起した欠陥が存在せず，又は当該欠陥が流通
過程に置かれた後に生じた蓋然性があること。
⒞　製造物が，売買又は経済的な目的を伴う流
通形態のために製造されたのではなく，かつ，
業として製造者によって製造され，又は流通過
程に置かれたのではないこと。
⒟　公的機関の定める強制的規制に製造物を合
致させたことによって，欠陥が生じたこと。
⒠　当該製造者が製造物を流通過程に置いた時
点の科学知識及び技術知識の水準によっては，
欠陥の存在を明らかにすることが不可能であっ
たこと。
⒡　構成部品の製造者に関し，欠陥が，当該構
成部品の組み込まれた製造物の設計に起因し，
又は当該製造物の製造者によって与えられた指
示に起因するものであること。
第 7　免責
　製造者は，製造物が
自己の意思に基づかず
に流通過程に置かれた
ことを立証した場合は，
第 5の責任を免れるも
のとする。
第 8（責任主体の免
責）
　製造者等（第 7の各
項に定める者をいう）
は，次の各号の一を証
明したときは，この提
案に基づく責任を負わ
ないものとすること。
⑴　自らが製造物を流
通に置いたのではない
こと。なお，「自らが
流通に置く」とは，製
造物が出荷の予定され
ている状態において製
造者等の支配を離脱し
て，他の者によって流
通に置かれた場合をも
含むものとする。
⑵　損害を生じさせた
欠陥は，諸事情を考慮
すれば製造物が流通に
置かれた時には存在し
なかったか又はその後
に生じた蓋然性がある
こと。
⑶　製造者等がその製
第 9条（責任主体の免
責）
　製造者は，製造物が，
出荷が予定される以前
に，製造者の意思に基
づかずに流通におかれ
た場合で，流通におか
れたことに過失がない
場合は，その責任を免
れるものとする。
2　構成部品の製造者
については，その欠陥
が構成部品の組み込ま
れた製造物の構造また
は完成品製造者のした
指示にもっぱら起因す
る場合には，その責任
を免れるものとする。
原材料の製造者につい
ても同様とする。
九　過失相殺，製造者
の免責事由等について
⑵　原料の製造者及び
構成部品の製造者等は，
その欠陥が構成部品の
組み込まれた製造物の
構造または完成品製造
者のした指示にもっぱ
ら起因することを証明
したときは損害賠償責
任を負わないものとす
る。
⑷　いわゆる「開発危
険の抗弁」は認めない
ものとする。
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造物を事業活動として
製造，輸入又は配付し
たのでないこと。
⑷　構成部品の製造者
等については，その欠
陥が構成部品の組み込
まれた製造物の構造又
は完成品製造者のした
指示にもっぱら起因す
ること。原材料の製造
者等についても，同様
とすること。
（注）この提案が開発
危険について言及して
いないのは，この抗弁
を認めない趣旨である。
第 8条
2　すべての情況を考慮した結果，製造物の欠
陥とともに被害者若しくは被害者が責任を負う
べき者の帰責事由によって損害が惹起された場
合においては，製造者の責任を軽減又は否定す
ることができる。
第 7条（過失相殺の特
則）
　被害者に重大な過失
があったとき，又は被
害者が欠陥を知りなが
ら製造物を使用したと
きは，裁判所は損害賠
償の責任及びその額を
定めるにつきこれを斟
酌することができる。
第10　過失相殺の特則
　被害者に重大な過失
があったときは，裁判
所は損害賠償の額を定
めるにつき，これを斟
酌することができるも
のとする。
第1３（過失相殺）
　損害が製造物の欠陥
と被害者の重大な過失
との競合によって生じ
たときは，製造者等の
責任を軽減又は免除す
ることができるものと
すること。
（注）第 4の⑴の「製
造物の合理的に予期さ
れる使用」は，右の重
大な過失にあたらない
ものとする。
第 7条（過失相殺の特
則）
　被害者に重大な過失
があったときは，裁判
所は損害賠償の額を定
めるにつきこれを斟酌
することができる。
第 7条（過失相殺の特
例）
　被害者に重大な過失
があったときは，裁判
所は損害賠償の額を定
めるにつきこれを斟酌
することができる。
九　過失相殺，製造者
の免責事由等について
⑴　被害者に重大な過
失があったときは，裁
判所は損害賠償の額を
定めるについてこれを
斟酌することができる
ものとする。
第 8条
1　求償権又は償還請求権に関する国内法の規
定は別として，製造物の欠陥とともに第三者の
作為又は不作為によって損害が惹起された場合
においても，製造者の責任は，これを軽減しな
いものとする。
第12（複数原因）
　損害が製造物の欠陥
と第三者の行為との競
合によって生じたとき
にも，製造者等の責任
は軽減しないものとす
ること。
（注）この場合におけ
る求償については，民
法その他の一般規定に
よるものとする。
第 8 条（附加金の支
払）
　製造者に故意又は重
大な過失があったとき
は，裁判所は被害者の
請求により，製造者に
対して，第 ３条による
第 8条（付加金）
　生命，身体または財
産の安全性の確保また
は損害の拡大の防止に
ついて，製造者に故意
または重大な過失があ
ったときは，裁判所は
十二　その他
⑴　いわゆる懲罰的賠
償制度，附加金制度は
採用しないこととする。
立法検討過程からみた製造物責任法 （2・完）（小林）
（277）　101
Ｅ　　Ｃ　　指　　令
（1985.7 欧州共同体）
要綱試案
（1975.8 我妻栄ほか）
公明党要綱
（1990.2 公明党）
90年グループ案
（1990.10 好美清光ほか）
東弁試案
（1991.1 東京弁護士会）
日弁連要綱
（1991.３ 日弁連）
社会党大綱
（1991.10 日本社会党）
造物を事業活動として
製造，輸入又は配付し
たのでないこと。
⑷　構成部品の製造者
等については，その欠
陥が構成部品の組み込
まれた製造物の構造又
は完成品製造者のした
指示にもっぱら起因す
ること。原材料の製造
者等についても，同様
とすること。
（注）この提案が開発
危険について言及して
いないのは，この抗弁
を認めない趣旨である。
第 8条
2　すべての情況を考慮した結果，製造物の欠
陥とともに被害者若しくは被害者が責任を負う
べき者の帰責事由によって損害が惹起された場
合においては，製造者の責任を軽減又は否定す
ることができる。
第 7条（過失相殺の特
則）
　被害者に重大な過失
があったとき，又は被
害者が欠陥を知りなが
ら製造物を使用したと
きは，裁判所は損害賠
償の責任及びその額を
定めるにつきこれを斟
酌することができる。
第10　過失相殺の特則
　被害者に重大な過失
があったときは，裁判
所は損害賠償の額を定
めるにつき，これを斟
酌することができるも
のとする。
第1３（過失相殺）
　損害が製造物の欠陥
と被害者の重大な過失
との競合によって生じ
たときは，製造者等の
責任を軽減又は免除す
ることができるものと
すること。
（注）第 4の⑴の「製
造物の合理的に予期さ
れる使用」は，右の重
大な過失にあたらない
ものとする。
第 7条（過失相殺の特
則）
　被害者に重大な過失
があったときは，裁判
所は損害賠償の額を定
めるにつきこれを斟酌
することができる。
第 7条（過失相殺の特
例）
　被害者に重大な過失
があったときは，裁判
所は損害賠償の額を定
めるにつきこれを斟酌
することができる。
九　過失相殺，製造者
の免責事由等について
⑴　被害者に重大な過
失があったときは，裁
判所は損害賠償の額を
定めるについてこれを
斟酌することができる
ものとする。
第 8条
1　求償権又は償還請求権に関する国内法の規
定は別として，製造物の欠陥とともに第三者の
作為又は不作為によって損害が惹起された場合
においても，製造者の責任は，これを軽減しな
いものとする。
第12（複数原因）
　損害が製造物の欠陥
と第三者の行為との競
合によって生じたとき
にも，製造者等の責任
は軽減しないものとす
ること。
（注）この場合におけ
る求償については，民
法その他の一般規定に
よるものとする。
第 8 条（附加金の支
払）
　製造者に故意又は重
大な過失があったとき
は，裁判所は被害者の
請求により，製造者に
対して，第 ３条による
第 8条（付加金）
　生命，身体または財
産の安全性の確保また
は損害の拡大の防止に
ついて，製造者に故意
または重大な過失があ
ったときは，裁判所は
十二　その他
⑴　いわゆる懲罰的賠
償制度，附加金制度は
採用しないこととする。
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社会党大綱
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損害金の外，これの 2
倍を限度とする附加金
の支払を命令すること
ができる。
被害者の請求により，
製造者に対して，第 ３
条による損害金のほか
に，これの 2倍を限度
とする付加金の支払い
を命ずることができる。
第12条
　本指令に基づく製造者の責任は，被害者との
関係において，責任制限条項又は責任排除条項
によって，排除又は制限することができない。
第 8条（特約による制
限）
　生命又は身体を害さ
れたことによる損害に
関しては，第 ３条の損
害賠償請求権を制限す
る特約は無効とする。
第11　特約による制限
　本法に定める製造者
の責任を制限又は排除
する特約は無効とする
ものとする。
第16（免責条項の禁
止）
　この提案に基づく製
造者等の責任は，被害
者に対する関係では，
特約によって予め軽減
又は免除することがで
きないものとすること。
第 9条（特約による制
限）
　本法に定める製造者
の責任を制限又は排除
する特約は無効とする。
第11条（特約による制
限）
　この法律に定める製
造者の責任を予め制限
または免除する特約は
無効とする。但し，法
人について生じた損害
に対する責任について
の特約は，主として私
的使用の目的で利用さ
れる製造物に関するも
の，または製造者の優
越的地位を濫用して締
結されたものを除き，
この限りでない。
九　過失相殺，製造者
の免責事由等について
⑶　製造者の責任を制
限又は排除する当事者
間の特約は無効とする。
第10条
1 　加盟国は，それぞれの立法において，本指
令の規定する損害賠償訴訟手続に対し， ３年の
制限期間を適用すべきことを定めるものとする。
当該制限期間は，原告が，損害，欠陥及び製造
者の身元を認識し，又は合理的に認識すべきで
あった日から進行を開始する。
2　制限期間の停止又は中断を定める加盟国の
法律は，本指令によって影響を受けないものと
する。
第11条
　加盟国は，それぞれの立法において，被害者
がその期間内に製造者に対する訴訟手続を開始
しない限り，損害を惹起した製造物が製造者に
よって流通過程に置かれた日から10年の期間を
経過することによって，本指令に従って被害者
に与えられた権利が消滅すべきことを定めるも
のとする。
第 9条（消滅時効）
　この法律における損
害賠償請求権は，被害
者又はその法定代理人
が損害及び加害者を知
った時より ３年間これ
を行わないときは，時
効によって消滅する。
損害発生の時より20年
を経過したときも同様
とする。
（注）積極的債権侵害
に準じて10年の消滅時
効とすることも考えら
れる。
第12　消滅時効
　この法律による損害
賠償請求権は，被害者
又はその法定代理人が
その損害及び加害者を
知った時から ３年以内
にこれを行わないとき
は時効により消滅する
ものとする。損害発生
の時から20年を経過し
たときも同様とするも
のとする。
第14（消滅時効）
1　この提案に基づく
損害賠償請求権は，被
害者又はその法定代理
人が損害，欠陥及び賠
償義務者を知った日か
ら ３年が経過した日に
時効によって消滅する
ものとすること。
2　この提案の第11に
基づく求償についても，
求償者が賠償義務を履
行し，かつ償還義務者
を知った日から ３年が
経過した日に時効によ
って消滅するものとす
ること。
第15（責任期間）
　この提案に基づく賠
償義務者の責任は，製
造者等がそれぞれその
製造物を流通に置いた
日から20年が経過した
後に生じた損害につい
ては免除されるものと
すること。ただし，使
第10条（消滅時効）
　この法律による損害
賠償請求権は被害者又
はその法定代理人が損
害及び本法により損害
賠償責任を有する者を
知ったときから ３年間
これを行わないときは，
時効によって消滅する。
損害発生のときから20
年を経過したときも同
様とする。
第10条（消滅時効）
　この法律による損害
賠償請求権は，被害者
またはその法定代理人
が損害，欠陥および賠
償義務者を知ったとき
より ３年間これを行わ
ないときは，時効によ
って消滅する。損害発
生のときより20年間を
経過したときも同様と
する。
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Ｅ　　Ｃ　　指　　令
（1985.7 欧州共同体）
要綱試案
（1975.8 我妻栄ほか）
公明党要綱
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90年グループ案
（1990.10 好美清光ほか）
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（1991.３ 日弁連）
社会党大綱
（1991.10 日本社会党）
損害金の外，これの 2
倍を限度とする附加金
の支払を命令すること
ができる。
被害者の請求により，
製造者に対して，第 ３
条による損害金のほか
に，これの 2倍を限度
とする付加金の支払い
を命ずることができる。
第12条
　本指令に基づく製造者の責任は，被害者との
関係において，責任制限条項又は責任排除条項
によって，排除又は制限することができない。
第 8条（特約による制
限）
　生命又は身体を害さ
れたことによる損害に
関しては，第 ３条の損
害賠償請求権を制限す
る特約は無効とする。
第11　特約による制限
　本法に定める製造者
の責任を制限又は排除
する特約は無効とする
ものとする。
第16（免責条項の禁
止）
　この提案に基づく製
造者等の責任は，被害
者に対する関係では，
特約によって予め軽減
又は免除することがで
きないものとすること。
第 9条（特約による制
限）
　本法に定める製造者
の責任を制限又は排除
する特約は無効とする。
第11条（特約による制
限）
　この法律に定める製
造者の責任を予め制限
または免除する特約は
無効とする。但し，法
人について生じた損害
に対する責任について
の特約は，主として私
的使用の目的で利用さ
れる製造物に関するも
の，または製造者の優
越的地位を濫用して締
結されたものを除き，
この限りでない。
九　過失相殺，製造者
の免責事由等について
⑶　製造者の責任を制
限又は排除する当事者
間の特約は無効とする。
第10条
1 　加盟国は，それぞれの立法において，本指
令の規定する損害賠償訴訟手続に対し， ３年の
制限期間を適用すべきことを定めるものとする。
当該制限期間は，原告が，損害，欠陥及び製造
者の身元を認識し，又は合理的に認識すべきで
あった日から進行を開始する。
2　制限期間の停止又は中断を定める加盟国の
法律は，本指令によって影響を受けないものと
する。
第11条
　加盟国は，それぞれの立法において，被害者
がその期間内に製造者に対する訴訟手続を開始
しない限り，損害を惹起した製造物が製造者に
よって流通過程に置かれた日から10年の期間を
経過することによって，本指令に従って被害者
に与えられた権利が消滅すべきことを定めるも
のとする。
第 9条（消滅時効）
　この法律における損
害賠償請求権は，被害
者又はその法定代理人
が損害及び加害者を知
った時より ３年間これ
を行わないときは，時
効によって消滅する。
損害発生の時より20年
を経過したときも同様
とする。
（注）積極的債権侵害
に準じて10年の消滅時
効とすることも考えら
れる。
第12　消滅時効
　この法律による損害
賠償請求権は，被害者
又はその法定代理人が
その損害及び加害者を
知った時から ３年以内
にこれを行わないとき
は時効により消滅する
ものとする。損害発生
の時から20年を経過し
たときも同様とするも
のとする。
第14（消滅時効）
1　この提案に基づく
損害賠償請求権は，被
害者又はその法定代理
人が損害，欠陥及び賠
償義務者を知った日か
ら ３年が経過した日に
時効によって消滅する
ものとすること。
2　この提案の第11に
基づく求償についても，
求償者が賠償義務を履
行し，かつ償還義務者
を知った日から ３年が
経過した日に時効によ
って消滅するものとす
ること。
第15（責任期間）
　この提案に基づく賠
償義務者の責任は，製
造者等がそれぞれその
製造物を流通に置いた
日から20年が経過した
後に生じた損害につい
ては免除されるものと
すること。ただし，使
第10条（消滅時効）
　この法律による損害
賠償請求権は被害者又
はその法定代理人が損
害及び本法により損害
賠償責任を有する者を
知ったときから ３年間
これを行わないときは，
時効によって消滅する。
損害発生のときから20
年を経過したときも同
様とする。
第10条（消滅時効）
　この法律による損害
賠償請求権は，被害者
またはその法定代理人
が損害，欠陥および賠
償義務者を知ったとき
より ３年間これを行わ
ないときは，時効によ
って消滅する。損害発
生のときより20年間を
経過したときも同様と
する。
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用による損害が長期の
蓄積の後にはじめて顕
在化する性質の製造物
については，この限り
でないものとすること。
第 ３条
３　製造物の製造者を特定することができない
場合においては，それぞれの供給者を製造者と
みなす。ただし，供給者が，合理的期間内にお
いて，被害者に対し，製造者の身元又は当該供
給者に製造物を供給した者の身元を告知した場
合は，この限りでない。輸入品に関し，当該製
造物に製造者の名称が示されている場合であっ
て，本条第 2項に定める輸入業者の身元が示さ
れていない場合についても同様とする。
第10条（製造者以外の
責任）
　本章（第 ３条～第 9
条：筆者注）の規定は，
第 2条第 2項各号に掲
げる者以外のもので，
次の各号の一に該当す
る者にこれを準用する。
⑴　製造物の販売業者，
賃貸業者。ただし，こ
れらの者が製造物の欠
陥を生じさせたもので
ないこと，及び製造物
の形状，これらの者の
営業施設，規模等から
判断してこれらの者が
欠陥を知ることを期待
できないことを証明し
た場合を除く。
⑵　製造物に欠陥を生
じさせた運送業者，倉
庫業者
⑶　製造物に欠陥を生
じさせ又は点検すべき
欠陥を看過した修理業
者
2　前項に掲げる者が
既存の欠陥によって生
じた損害につき被害者
に賠償をしたことによ
り製造者に求償する場
合には，本章第 ３条，
第 4条，第 5条の規定
を準用する。この求償
権は，損害を賠償した
時より10年を経過した
ときは，時効によって
消滅する。
第1３　製造者以外の者
の責任
1　この法律の規定は，
製造者以外の者で次に
掲げる者に準用するも
のとする。
①　製造物の販売業者，
賃貸業者，リース業者
又は利用提供業者
②　製造物の梱包業者，
運送業者又は倉庫業者
③　製造物の修理業者
又は設置取付業者
2　 1に掲げる者が，
自ら欠陥を生じさせた
ものでないこと又は欠
陥を知ることが期待で
きないことを証明した
ときは， 1の規定は，
適用しないものとする。
３　 1に掲げる者が既
存の欠陥によって生じ
た損害について被害者
に賠償したことにより
製造者に求償する場合
には，第 5から第 8ま
での規定を準用するも
のとする。この求償権
は損害を賠償したとき
から10年間を経過した
ときは，時効によって
消滅するものとする。
第 7（責任主体）
３　前二項に定める者
を特定することができ
ない場合には，各供給
者は，製造者と同一の
責任を負うものとする
こと。ただし，供給者
が，被害者の要求に基
づき相当期間内に製造
者，輸入者又は自己よ
り前の供給者を特定し
て告知したときは，そ
の責任を免れるものと
すること。国外の製造
者によって製造された
輸入品に関しては，そ
の製造者が特定されて
いても，輸入者を特定
することができないと
きは同様とすること。
第11条（製造者以外の
責任）
　この法律の規定は第
2条 2号に掲げる者以
外の者で，次の者に準
用する。但しこれらの
者が欠陥を生じさせた
のでなく，かつこれら
の者が欠陥を知ること
が期待できない場合を
除く。
1，製造物の販売業者，
賃貸業者，リース業者
2，製造物の梱包業者，
運送業者，倉庫業者
３，製造物の修理業者，
設置業者
　上記に掲げる者が既
存の欠陥によって生じ
た損害につき被害者に
賠償をしたことにより
製造者に求償をする場
合には，本章第 ３条，
第 4条，第 5条及び第
6条の規定を準用する。
第12条（製造者以外の
責任）
　この法律の規定は，
第 2条第 2号にかかげ
る者以外の者で，次の
者に準用する。但し，
これらの者が欠陥を生
じさせたのではなく，
かつこれらの者が欠陥
を知ることが期待でき
ない場合を除く。
1．製造物の販売業者，
賃貸業者，リース業者
2．製造物の梱包業者，
運送業者，倉庫業者
３．製造物の修理業者，
設置業者
第11条（民法の適用）
　この法律による損害
賠償責任については，
本章（第 ３ 条～第10
条：筆者注）の規定に
第14　民法の適用
　この法律による損害
賠償責任については，
この法律によるほか，
民法の規定によるもの
第17（他の法規制との
関係）
1　この提案に基づく
損害賠償請求権につい
ては，この提案の規定
第12条（民法の適用）
　この法律による損害
賠償責任については，
本章（第 ３ 条～第10
条：筆者注）の規定に
第1３条（民法の適用）
　この法律による損害
賠償責任については，
本章（第 ３ 条～第12
条：筆者注）の規定に
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Ｅ　　Ｃ　　指　　令
（1985.7 欧州共同体）
要綱試案
（1975.8 我妻栄ほか）
公明党要綱
（1990.2 公明党）
90年グループ案
（1990.10 好美清光ほか）
東弁試案
（1991.1 東京弁護士会）
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（1991.３ 日弁連）
社会党大綱
（1991.10 日本社会党）
用による損害が長期の
蓄積の後にはじめて顕
在化する性質の製造物
については，この限り
でないものとすること。
第 ３条
３　製造物の製造者を特定することができない
場合においては，それぞれの供給者を製造者と
みなす。ただし，供給者が，合理的期間内にお
いて，被害者に対し，製造者の身元又は当該供
給者に製造物を供給した者の身元を告知した場
合は，この限りでない。輸入品に関し，当該製
造物に製造者の名称が示されている場合であっ
て，本条第 2項に定める輸入業者の身元が示さ
れていない場合についても同様とする。
第10条（製造者以外の
責任）
　本章（第 ３条～第 9
条：筆者注）の規定は，
第 2条第 2項各号に掲
げる者以外のもので，
次の各号の一に該当す
る者にこれを準用する。
⑴　製造物の販売業者，
賃貸業者。ただし，こ
れらの者が製造物の欠
陥を生じさせたもので
ないこと，及び製造物
の形状，これらの者の
営業施設，規模等から
判断してこれらの者が
欠陥を知ることを期待
できないことを証明し
た場合を除く。
⑵　製造物に欠陥を生
じさせた運送業者，倉
庫業者
⑶　製造物に欠陥を生
じさせ又は点検すべき
欠陥を看過した修理業
者
2　前項に掲げる者が
既存の欠陥によって生
じた損害につき被害者
に賠償をしたことによ
り製造者に求償する場
合には，本章第 ３条，
第 4条，第 5条の規定
を準用する。この求償
権は，損害を賠償した
時より10年を経過した
ときは，時効によって
消滅する。
第1３　製造者以外の者
の責任
1　この法律の規定は，
製造者以外の者で次に
掲げる者に準用するも
のとする。
①　製造物の販売業者，
賃貸業者，リース業者
又は利用提供業者
②　製造物の梱包業者，
運送業者又は倉庫業者
③　製造物の修理業者
又は設置取付業者
2　 1に掲げる者が，
自ら欠陥を生じさせた
ものでないこと又は欠
陥を知ることが期待で
きないことを証明した
ときは， 1の規定は，
適用しないものとする。
３　 1に掲げる者が既
存の欠陥によって生じ
た損害について被害者
に賠償したことにより
製造者に求償する場合
には，第 5から第 8ま
での規定を準用するも
のとする。この求償権
は損害を賠償したとき
から10年間を経過した
ときは，時効によって
消滅するものとする。
第 7（責任主体）
３　前二項に定める者
を特定することができ
ない場合には，各供給
者は，製造者と同一の
責任を負うものとする
こと。ただし，供給者
が，被害者の要求に基
づき相当期間内に製造
者，輸入者又は自己よ
り前の供給者を特定し
て告知したときは，そ
の責任を免れるものと
すること。国外の製造
者によって製造された
輸入品に関しては，そ
の製造者が特定されて
いても，輸入者を特定
することができないと
きは同様とすること。
第11条（製造者以外の
責任）
　この法律の規定は第
2条 2号に掲げる者以
外の者で，次の者に準
用する。但しこれらの
者が欠陥を生じさせた
のでなく，かつこれら
の者が欠陥を知ること
が期待できない場合を
除く。
1，製造物の販売業者，
賃貸業者，リース業者
2，製造物の梱包業者，
運送業者，倉庫業者
３，製造物の修理業者，
設置業者
　上記に掲げる者が既
存の欠陥によって生じ
た損害につき被害者に
賠償をしたことにより
製造者に求償をする場
合には，本章第 ３条，
第 4条，第 5条及び第
6条の規定を準用する。
第12条（製造者以外の
責任）
　この法律の規定は，
第 2条第 2号にかかげ
る者以外の者で，次の
者に準用する。但し，
これらの者が欠陥を生
じさせたのではなく，
かつこれらの者が欠陥
を知ることが期待でき
ない場合を除く。
1．製造物の販売業者，
賃貸業者，リース業者
2．製造物の梱包業者，
運送業者，倉庫業者
３．製造物の修理業者，
設置業者
第11条（民法の適用）
　この法律による損害
賠償責任については，
本章（第 ３ 条～第10
条：筆者注）の規定に
第14　民法の適用
　この法律による損害
賠償責任については，
この法律によるほか，
民法の規定によるもの
第17（他の法規制との
関係）
1　この提案に基づく
損害賠償請求権につい
ては，この提案の規定
第12条（民法の適用）
　この法律による損害
賠償責任については，
本章（第 ３ 条～第10
条：筆者注）の規定に
第1３条（民法の適用）
　この法律による損害
賠償責任については，
本章（第 ３ 条～第12
条：筆者注）の規定に
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（1985.7 欧州共同体）
要綱試案
（1975.8 我妻栄ほか）
公明党要綱
（1990.2 公明党）
90年グループ案
（1990.10 好美清光ほか）
東弁試案
（1991.1 東京弁護士会）
日弁連要綱
（1991.３ 日弁連）
社会党大綱
（1991.10 日本社会党）
よるほか，民法の規定
による。
とする。 によるほか，民法の規
定によるものとするこ
と。
2　この提案は，欠陥
のある製造物に起因す
る損害について被害者
が契約上又は契約外の
責任に関する他の法律
規定に基づいて有する
権利を制限又は排除す
るものではないとする
こと。
よるほか，民法の規定
による。
よるほか，民法の規定
による。
第18（経過規定）
　この提案は，その施
行前に流通に置かれた
製造物には適用されな
いものとすること。
第12条（損害賠償措置
の強制）
　政令で定める製造物
の製造者のうち，政令
で定める者は，その生
産に係る製造物の欠陥
により生命又は身体に
生ずる損害を賠償する
ための措置（以下，損
害賠償措置という。）
を講じなければ，その
製造物を流通過程にお
いてはならない。
第1３条（損害賠償措置
の種類）
　損害賠償措置は，製
造物責任保険契約，製
造物責任保証契約又は
供託とし，その内容及
び金額は政令で定める。
第14条（製造物損害賠
償保障事業）
　政府は，製造物損害
賠償保障事業（以下，
保障事業という。）を
行う。
2　保険会社及び保証
会社は，政令で定める
ところにより，政令で
第15　損害賠償措置の
強制
　政令で定める製造物
の製造者のうち政令で
定めるものは，その生
産に係る製造物の欠陥
により生ずる損害を賠
償するための措置を講
じなければ，その製造
物を流通過程において
はならないものとする。
第16　損害賠償措置の
種類
　損害賠償措置は，製
造物責任保険契約，製
造物責任保証契約又は
供託とし，その内容及
び金額は政令で定める
ものとする。
第17　製造物損害賠償
保障事業
1　政府は，製造物損
害賠償保障事業を行う
ものとする。
2 政府の行う損害賠
償保障事業の内容は別
に法律で定めるものと
する。
第1３条（損害賠償措置
の強制）
　政令で定める製造者
のうち，政令で定める
者は，その生産に係わ
る製造物の欠陥により
生命，身体又は財産に
生じる損害を賠償する
ための措置（以下，損
害賠償措置という）を
講じなければ，その製
造物を流通過程におい
てはならない。
第14条（損害賠償措置
の種類）
　損害賠償措置は，製
造物責任保険契約，製
造物責任保証契約又は
供託とし，その内容及
び金額は別に法律で定
める。
第15条（製造物損害賠
償保障事業）
　政府は，製造物損害
賠償保障事業（以下，
保障事業）を行う。
2 保障事業の内容は
別に法律で定める。
第14条（損害賠償措置
の強制）
　政令で定める製造者
のうち，政令で定める
者は，その生産にかか
る製造物の欠陥により，
生命，身体または財産
に生じる損害を賠償す
るための措置（以下，
損害賠償措置という）
を講じなければ，その
製造物を流通において
はならない。
第15条（損害賠償措置
の種類）
　損害賠償措置は，製
造物責任保険契約，製
造物責任保証契約また
は供託とし，その内容
及び金額は別に定める。
第16条（製造物損害賠
償保障事業）
　政府は製造物損害賠
償保障事業（以下，保
障事業という）を行う。
2　保障事業の内容は
別に法律で定める。
十一　履行確保措置に
ついて
　①損害賠償措置の強
制および②損害賠償保
障事業からなる履行確
保措置を定めることが
望ましいが，当面は無
過失責任制度の整備に
限定して作業を進める
こととする。
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Ｅ　　Ｃ　　指　　令
（1985.7 欧州共同体）
要綱試案
（1975.8 我妻栄ほか）
公明党要綱
（1990.2 公明党）
90年グループ案
（1990.10 好美清光ほか）
東弁試案
（1991.1 東京弁護士会）
日弁連要綱
（1991.３ 日弁連）
社会党大綱
（1991.10 日本社会党）
よるほか，民法の規定
による。
とする。 によるほか，民法の規
定によるものとするこ
と。
2　この提案は，欠陥
のある製造物に起因す
る損害について被害者
が契約上又は契約外の
責任に関する他の法律
規定に基づいて有する
権利を制限又は排除す
るものではないとする
こと。
よるほか，民法の規定
による。
よるほか，民法の規定
による。
第18（経過規定）
　この提案は，その施
行前に流通に置かれた
製造物には適用されな
いものとすること。
第12条（損害賠償措置
の強制）
　政令で定める製造物
の製造者のうち，政令
で定める者は，その生
産に係る製造物の欠陥
により生命又は身体に
生ずる損害を賠償する
ための措置（以下，損
害賠償措置という。）
を講じなければ，その
製造物を流通過程にお
いてはならない。
第1３条（損害賠償措置
の種類）
　損害賠償措置は，製
造物責任保険契約，製
造物責任保証契約又は
供託とし，その内容及
び金額は政令で定める。
第14条（製造物損害賠
償保障事業）
　政府は，製造物損害
賠償保障事業（以下，
保障事業という。）を
行う。
2　保険会社及び保証
会社は，政令で定める
ところにより，政令で
第15　損害賠償措置の
強制
　政令で定める製造物
の製造者のうち政令で
定めるものは，その生
産に係る製造物の欠陥
により生ずる損害を賠
償するための措置を講
じなければ，その製造
物を流通過程において
はならないものとする。
第16　損害賠償措置の
種類
　損害賠償措置は，製
造物責任保険契約，製
造物責任保証契約又は
供託とし，その内容及
び金額は政令で定める
ものとする。
第17　製造物損害賠償
保障事業
1　政府は，製造物損
害賠償保障事業を行う
ものとする。
2 政府の行う損害賠
償保障事業の内容は別
に法律で定めるものと
する。
第1３条（損害賠償措置
の強制）
　政令で定める製造者
のうち，政令で定める
者は，その生産に係わ
る製造物の欠陥により
生命，身体又は財産に
生じる損害を賠償する
ための措置（以下，損
害賠償措置という）を
講じなければ，その製
造物を流通過程におい
てはならない。
第14条（損害賠償措置
の種類）
　損害賠償措置は，製
造物責任保険契約，製
造物責任保証契約又は
供託とし，その内容及
び金額は別に法律で定
める。
第15条（製造物損害賠
償保障事業）
　政府は，製造物損害
賠償保障事業（以下，
保障事業）を行う。
2 保障事業の内容は
別に法律で定める。
第14条（損害賠償措置
の強制）
　政令で定める製造者
のうち，政令で定める
者は，その生産にかか
る製造物の欠陥により，
生命，身体または財産
に生じる損害を賠償す
るための措置（以下，
損害賠償措置という）
を講じなければ，その
製造物を流通において
はならない。
第15条（損害賠償措置
の種類）
　損害賠償措置は，製
造物責任保険契約，製
造物責任保証契約また
は供託とし，その内容
及び金額は別に定める。
第16条（製造物損害賠
償保障事業）
　政府は製造物損害賠
償保障事業（以下，保
障事業という）を行う。
2　保障事業の内容は
別に法律で定める。
十一　履行確保措置に
ついて
　①損害賠償措置の強
制および②損害賠償保
障事業からなる履行確
保措置を定めることが
望ましいが，当面は無
過失責任制度の整備に
限定して作業を進める
こととする。
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Ｅ　　Ｃ　　指　　令
（1985.7 欧州共同体）
要綱試案
（1975.8 我妻栄ほか）
公明党要綱
（1990.2 公明党）
90年グループ案
（1990.10 好美清光ほか）
東弁試案
（1991.1 東京弁護士会）
日弁連要綱
（1991.３ 日弁連）
社会党大綱
（1991.10 日本社会党）
定める金額を製造物損
害保障事業賦課金とし
て政府に納入しなけれ
ばならない。損害賠償
措置として供託をした
製造者も同様とする。
３　政府は，損害賠償
措置を要求される製造
者が第 ３条の責任を負
うに至った場合におい
て，被害者が損害賠償
措置により賠償を受け
ることができないとき
は，被害者に対し，政
令で定める金額を限度
としてその受けた損害
を填補する。
4　製造者が損害賠償
措置を講じなかったた
め，政府が保障事業に
より被害者の損害を填
補した場合には，政府
は，その製造者に対し，
填補額の範囲で求償す
るものとする。ただし，
政府の求償権は，被害
者の損害賠償請求権に
後れるものとする。
5　政府は，政令で定
めるところにより，保
障事業の事務の一部を
保険会社及び保証会社
に委託することができ
る。
第1３条
　本指令は，契約責任若しくは非契約責任に関
する法律の規定，又は本指令が通告された時点
において存在する特別責任制度に基づいて被害
者が有する権利に何ら影響を与えるものではな
い。
第14条
　本指令は，原子力事故によって惹起された傷
害又は損害であって，加盟国によって批准され
た国際協定の適用を受けるものについては，こ
れを適用しない。
立法検討過程からみた製造物責任法 （2・完）（小林）
（285）　109
Ｅ　　Ｃ　　指　　令
（1985.7 欧州共同体）
要綱試案
（1975.8 我妻栄ほか）
公明党要綱
（1990.2 公明党）
90年グループ案
（1990.10 好美清光ほか）
東弁試案
（1991.1 東京弁護士会）
日弁連要綱
（1991.３ 日弁連）
社会党大綱
（1991.10 日本社会党）
定める金額を製造物損
害保障事業賦課金とし
て政府に納入しなけれ
ばならない。損害賠償
措置として供託をした
製造者も同様とする。
３　政府は，損害賠償
措置を要求される製造
者が第 ３条の責任を負
うに至った場合におい
て，被害者が損害賠償
措置により賠償を受け
ることができないとき
は，被害者に対し，政
令で定める金額を限度
としてその受けた損害
を填補する。
4　製造者が損害賠償
措置を講じなかったた
め，政府が保障事業に
より被害者の損害を填
補した場合には，政府
は，その製造者に対し，
填補額の範囲で求償す
るものとする。ただし，
政府の求償権は，被害
者の損害賠償請求権に
後れるものとする。
5　政府は，政令で定
めるところにより，保
障事業の事務の一部を
保険会社及び保証会社
に委託することができ
る。
第1３条
　本指令は，契約責任若しくは非契約責任に関
する法律の規定，又は本指令が通告された時点
において存在する特別責任制度に基づいて被害
者が有する権利に何ら影響を与えるものではな
い。
第14条
　本指令は，原子力事故によって惹起された傷
害又は損害であって，加盟国によって批准され
た国際協定の適用を受けるものについては，こ
れを適用しない。
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Ｅ　　Ｃ　　指　　令
（1985.7 欧州共同体）
要綱試案
（1975.8 我妻栄ほか）
公明党要綱
（1990.2 公明党）
90年グループ案
（1990.10 好美清光ほか）
東弁試案
（1991.1 東京弁護士会）
日弁連要綱
（1991.３ 日弁連）
社会党大綱
（1991.10 日本社会党）
第15条
1 　各加盟国は，立法により，次の各号に掲げ
る事項を規定することができるものとする。
⒜　本指令第 2条にかかわらず，本指令第 1条
における「製造物」が第一次農産物及び狩猟物
をも意味すること。
⒝本指令第 7条⒠号にかかわらず，製造者が製
造物を流通過程に置いた時点における科学知識
及び技術知識の水準によっては欠陥の存在を明
らかにすることが不可能であったことを製造者
が立証した場合においても，製造者が責任を負
うことを維持し，又は本条第 2項の定める手続
に従うこと。
＊筆者注：下線部は，1999年 5 月の改正で削除
された。
第15条
2 　本条第 1項⒝号に定める措置の導入を望む
加盟国は，EC委員会に対してその意図する措
置の内容を通告するとともに，EC委員会は，
他の加盟国に対し，当該内容を通告するものと
する。
　当該加盟国は，EC委員会に対する通告から
9か月の間，その意図する措置を実施してはな
らない。ただし，当該期間内に，EC委員会が，
EC理事会に対して当該事項に係る本指令の修
正を提案した場合においては，この限りではな
い。しかし，EC委員会が，前記通告の受領か
ら ３か月以内に，当該加盟国に対し，前記提案
をEC理事会に提出する意思を通告しない場合
において，当該加盟国はその意図する措置を直
ちに実施することができる。EC委員会が，前
記 9か月以内に，EC理事会に対して本指令を
修正する前記提案を提出した場合において，当
該加盟国は，当該提案の提出から新たに18か月
の間，意図する措置を実施してはならない。
３　本指令の通告日から10年を経過した後，
EC 委員会は，EC 理事会に対し，裁判所によ
る本指令第 7条⒠号及び本条第 1項⒝号の適用
が消費者保護及び共同体市場の機能に与えた影
響に関する報告書を提出するものとする。この
報告書に照らし，EC理事会は，条約第10 0 条
に定める条件に従い，EC委員会の提案に基づ
いて，本指令第 7条⒠号を廃止するか否かを決
定するものとする。
立法検討過程からみた製造物責任法 （2・完）（小林）
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Ｅ　　Ｃ　　指　　令
（1985.7 欧州共同体）
要綱試案
（1975.8 我妻栄ほか）
公明党要綱
（1990.2 公明党）
90年グループ案
（1990.10 好美清光ほか）
東弁試案
（1991.1 東京弁護士会）
日弁連要綱
（1991.３ 日弁連）
社会党大綱
（1991.10 日本社会党）
第15条
1 　各加盟国は，立法により，次の各号に掲げ
る事項を規定することができるものとする。
⒜　本指令第 2条にかかわらず，本指令第 1条
における「製造物」が第一次農産物及び狩猟物
をも意味すること。
⒝本指令第 7条⒠号にかかわらず，製造者が製
造物を流通過程に置いた時点における科学知識
及び技術知識の水準によっては欠陥の存在を明
らかにすることが不可能であったことを製造者
が立証した場合においても，製造者が責任を負
うことを維持し，又は本条第 2項の定める手続
に従うこと。
＊筆者注：下線部は，1999年 5 月の改正で削除
された。
第15条
2 　本条第 1項⒝号に定める措置の導入を望む
加盟国は，EC委員会に対してその意図する措
置の内容を通告するとともに，EC委員会は，
他の加盟国に対し，当該内容を通告するものと
する。
　当該加盟国は，EC委員会に対する通告から
9か月の間，その意図する措置を実施してはな
らない。ただし，当該期間内に，EC委員会が，
EC理事会に対して当該事項に係る本指令の修
正を提案した場合においては，この限りではな
い。しかし，EC委員会が，前記通告の受領か
ら ３か月以内に，当該加盟国に対し，前記提案
をEC理事会に提出する意思を通告しない場合
において，当該加盟国はその意図する措置を直
ちに実施することができる。EC委員会が，前
記 9か月以内に，EC理事会に対して本指令を
修正する前記提案を提出した場合において，当
該加盟国は，当該提案の提出から新たに18か月
の間，意図する措置を実施してはならない。
３　本指令の通告日から10年を経過した後，
EC 委員会は，EC 理事会に対し，裁判所によ
る本指令第 7条⒠号及び本条第 1項⒝号の適用
が消費者保護及び共同体市場の機能に与えた影
響に関する報告書を提出するものとする。この
報告書に照らし，EC理事会は，条約第10 0 条
に定める条件に従い，EC委員会の提案に基づ
いて，本指令第 7条⒠号を廃止するか否かを決
定するものとする。
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Ｅ　　Ｃ　　指　　令
（1985.7 欧州共同体）
要綱試案
（1975.8 我妻栄ほか）
公明党要綱
（1990.2 公明党）
90年グループ案
（1990.10 好美清光ほか）
東弁試案
（1991.1 東京弁護士会）
日弁連要綱
（1991.３ 日弁連）
社会党大綱
（1991.10 日本社会党）
第16条
1 　すべての加盟国は，死亡又は身体傷害によ
って生じた損害であって，同様の欠陥を有する
同一製造物によって惹起された損害に対する製
造者の責任総額について制限を定めることがで
きるものとする。ただし，この限度額は，
70,000,000ECUを下回ることはできない。
2　本指令の通告日から10年を経過した後，
EC 委員会は，EC 理事会に対し，本条第 1項
に定められた選択を行った加盟国による責任の
金銭的制限の実施が消費者保護及び共同体市場
の機能に与えた影響に関する報告書を提出する
ものとする。この報告書に照らし，EC理事会
は，条約第100条に定める条件に従い，EC 委
員会の提案に基づいて，本条第 1項を廃止する
か否かを決定するものとする。
第17条～第22条　　（略）
十二　その他
⑵　賠償限度額の規定
はおかないこととする。
（出典）　経済企画庁国民生活局消費者行政第一課編『製造物責任法の論点』（商事法務研究会，
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Ｅ　　Ｃ　　指　　令
（1985.7 欧州共同体）
要綱試案
（1975.8 我妻栄ほか）
公明党要綱
（1990.2 公明党）
90年グループ案
（1990.10 好美清光ほか）
東弁試案
（1991.1 東京弁護士会）
日弁連要綱
（1991.３ 日弁連）
社会党大綱
（1991.10 日本社会党）
第16条
1 　すべての加盟国は，死亡又は身体傷害によ
って生じた損害であって，同様の欠陥を有する
同一製造物によって惹起された損害に対する製
造者の責任総額について制限を定めることがで
きるものとする。ただし，この限度額は，
70,000,000ECUを下回ることはできない。
2　本指令の通告日から10年を経過した後，
EC 委員会は，EC 理事会に対し，本条第 1項
に定められた選択を行った加盟国による責任の
金銭的制限の実施が消費者保護及び共同体市場
の機能に与えた影響に関する報告書を提出する
ものとする。この報告書に照らし，EC理事会
は，条約第100条に定める条件に従い，EC 委
員会の提案に基づいて，本条第 1項を廃止する
か否かを決定するものとする。
第17条～第22条　　（略）
十二　その他
⑵　賠償限度額の規定
はおかないこととする。
1991年）1３6頁以下掲載表を筆者において一部修正
